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第 4期中期目標期間見込評価用事業報告書 

《中期目標》 

Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

１．特別支援教育に係る実際的・総合的研究の推進による国の政策立案・施策推進等への寄与及び教

育現場への貢献 

（１）国の政策課題等に対応した研究の推進と研究成果の普及 

権利条約の批准、次期障害者基本計画の策定等、国内外の障害者施策を取り巻く状況の変化等を踏

まえ、特別支援教育のナショナルセンターとして研究を戦略的かつ組織的に実施するため、国との密

接な連携による国の政策課題に対応した研究を中心に精選、重点化して実施し、障害のある子供一人

一人の教育的ニーズに対応した教育の実現に貢献すること。 

これらの研究の実施に当たっては、中期目標期間において実施する研究について、国との協議を経

て研究体系を策定し、研究の背景・必要性や研究の行程、達成すべき成果を明示したロードマップを

早急に明らかにするとともに、各都道府県教育委員会や特別支援学校長会等の関係機関に対する研究

ニーズ調査を行うことや学校長会、保護者団体、大学等の関係機関・団体と相互の課題認識・研究方

法・研究資源などを共有することにより、より効率的かつ効果的に研究を推進すること。 

研究成果については、特別支援教育に関する国の政策立案・施策推進等に寄与するよう国に提供す

るとともに、都道府県教育委員会・特別支援教育センター等はもとより広く一般にも公開するなど、

研究成果等の普及を図ること。 

なお、研究成果が教育現場等に対し有効に提供・活用されているか否かについて検証すること。 

 

【指標】 

・インクルーシブ教育システム構築における取組の成果や課題を可視化するための評価指標の開発

など、国が政策立案・施策実施等のために必要とする課題に関する調査研究を毎年度 10 件程度

実施する。（平成 23 年度：16 件、平成 24 年度：10 件、平成 25 年度：10 件、平成 26 年度：11

件、平成 27年度：11件） 

・教育委員会、学校等の教育現場における研究成果の活用状況（研修会等への活用実績や授業実践

への活用実績等）を毎年度調査し、半数以上の現場で改善に活用される。 

【重要度：高】【優先度：高】 

研究活動は、研究所の諸活動の中核であり、国の政策立案・施策推進に直接に寄与することはもと

より、研修事業や情報普及活動を通じて研究成果を教育現場に還元する等、重要度、優先度は高い。 

 

【中期計画】  

① 研究の背景・必要性や研究の方向性、研究所が実施する研究の内容、達成すべき成果等、今後５

年間の研究のロードマップを明らかにした「研究基本計画」を策定し、これに基づき、次の研究を

戦略的かつ組織的に実施する。 

イ 基幹研究：文部科学省との緊密な連携のもとに行う、国の特別支援教育政策の推進に寄与する
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研究 

（横断的研究）各障害種別を通じて、国の重要な政策課題の推進に寄与する研究（原則５年間） 

（障害種別研究）各障害種における喫緊の課題の解決に寄与する研究（原則２年間） 

ロ 地域実践研究：インクルーシブ教育システムの構築に向けて、地域や学校が直面する課題の解

決のために研究所が地域と協働して実施する研究（メインテーマのもとに複数のサブテーマを設

定、原則２年間） 

 

【実績】 

○ 第４期中期目標期間における研究基本計画に基づき、基幹研究並びに地域実践研究を推進してい

る。特に平成 30 年度からは新規研究課題に対し、文部科学省特別支援教育課と事前協議を行い、

国の喫緊の課題に対応できるよう柔軟に対応を行うよう努めている。 

 

【中期計画】  

② 基幹研究及び地域実践研究の実施に当たっては、国との密接な連携による国の政策課題に対応

した研究を中心に精選、重点化して、毎年度概ね 10～11課題を実施する。 

 

【実績】 

○ 第４期中期計画中の令和元年度までの4年間、国の政策課題に対応した研究を中心に基幹研究及び、

地域実践研究を実施している。平成28～30年度は各年度とも合計10課題（基幹研究６課題、地域実

践研究４課題）、令和元年度は合計11課題（基幹研究７課題、地域実践研究４課題）を実施した。 

また、令和２年度は、合計８課題（基幹研究６課題、地域実践研究２課題）を実施している。 

 

基幹研究（横断的研究） 

番号 研究課題名 研究期間 
外部評価（※） 

（総合評価） 

１ 

我が国におけるインクルーシブ教育システムの構築に

関する総合的研究－インクルーシブ教育システム構築

の評価指標（試案）の作成－ 

平成28～29 年度 A 

２ 

特別支援教育における教育課程に関する総合的研究－

通常の学級と通級による指導の学びの連続性に焦点を

当てて－ 

平成28～29 年度 A+ 

３ 

我が国におけるインクルーシブ教育システムの構築に

関する総合的研究－「インクルCOMPASS（試案）」の活用

の検討－ 

平成30～令和元年度 A+ 

４ 

特別支援教育における教育課程に関する総合的研究－

新学習指導要領に基づく教育課程の編成・実施に向けた

現状と課題－ 

平成30～令和２年度 － 
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５ 

我が国におけるインクルーシブ教育システムの構築に

関する総合的研究－地域と学校での主体的取組を支援

する「インクルCOMPASS」の提案－ 

令和２年度 － 

基幹研究（障害種別研究） 

番号 研究課題名 研究期間 
外部評価（※） 

（総合評価） 

１ 

知的障害教育における「育成すべき資質・能力」を踏ま

えた教育課程の在り方－特別支援学校（知的障害）の各

教科における目標・内容の整理を中心に－ 

平成27～28 年度 A 

２ 

「ことばの教室」がインクルーシブ教育システム構築に

果たす役割に関する実際的研究－言語障害教育の専門

性の活用－ 

平成27～28 年度 A 

３ 

特別支援学校（知的障害）に在籍する自閉症のある幼児

児童生徒の実態の把握と指導に関する研究－目標のつ

ながりを重視した指導の検討－ 

平成28～29 年度 A 

４ 

発達障害等のある生徒の実態に応じた高等学校におけ

る通級による指導の在り方に関する研究－導入段階に

おける課題の検討－ 

平成28～29 年度 A 

５ 

視覚障害を伴う重複障害の児童生徒等の指導に関する

研究－特別支援学校（視覚障害）における指導を中心に

－ 

平成29～30年度 A 

６ 
精神疾患及び心身症のある児童生徒の教育的支援・配慮

に関する研究 
平成29～30年度 A+ 

７ 
言語障害のある中学生への指導・支援の充実に関する研

究 
平成30～令和元年度 A 

８ 
聴覚障害教育におけるセンター的機能の充実に関する

研究－乳幼児を対象とした地域連携－ 
平成30～令和２年度 － 

９ 
知的障害特別支援学級担当者サポートキットの開発－

授業づくりを中心に－ 
令和元～令和２年度 － 

10 

小・中学校における肢体不自由のある児童生徒への指導

及び支援のための地域資源を活用した授業改善に関す

る研究 

令和元～令和２年度 － 

11 

社会とのつながりを意識した発達障害等への専門性の

ある支援に関する研究－発達障害等の特性及び発達段

階を踏まえての通級による指導の在り方に焦点を当て

令和元～令和２年度 － 
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て－ 

地域実践研究 

番号 研究課題名 研究期間 
外部評価（※） 

（総合評価） 

１ 
地域におけるインクルーシブ教育システム構築に関す

る研究 
平成28～29 年度 A 

２ 
インクルーシブ教育システム構築に向けた研修に関す

る研究 
平成28～29 年度 A 

３ 交流及び共同学習の推進に関する研究 平成28～29 年度 A 

４ 
教材教具の活用と評価に関する研究－タブレット端末

を活用した指導の専門性の向上と地域支援－ 
平成28～29 年度 A 

５ 教育相談・就学先決定に関する研究 平成30～令和元年度 A 

６ インクルーシブ教育システムの理解啓発に関する研究 平成30～令和元年度 A+ 

７ 
多様な教育的ニーズに対応できる学校づくりに関する

研究 
平成30～令和元年度 A 

８ 
学校における合理的配慮及び基礎的環境整備に関する

研究 
平成30～令和元年度 A 

９ 
インクルーシブ教育システムの理解啓発の推進に関す

る研究 
令和２年度 － 

10 交流及び共同学習の充実に関する研究 令和２年度 － 

 

※外部評価結果は、最終年度の総合評価の結果である。 

（研究区分の名称について） 

・基幹研究：本研究所が主体となって実施する研究で、運営費交付金を主たる財源とするもの 

・地域実践研究：インクルーシブ教育システム構築に向け、地域や学校が直面する課題を研究地域や

学校が直面する課題を研究テーマに設定し、地域と協働して課題の解決を目指す研究で、運営費交

付金を主たる財源とするもの 

 

【中期計画】  

③ 研究課題の精選・採択や研究計画・内容の改善を図るため、毎年度、都道府県等教育委員会や

特別支援教育センター、学校長会等をはじめ、広く国民に対して研究ニーズ調査を実施するとと

もに、研究計画を立案する段階において、特に、期待される研究成果の明確化に留意する。 

研究成果については、特別支援教育に関する国の政策立案・施策推進等に寄与するよう国に提

供するとともに、都道府県等教育委員会・特別支援教育センター・学校等はもとより広く一般に
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も公開する。また、研究成果報告書のほか、サマリー集やリーフレット、指導資料等を作成し、

研究成果の効果的な還元を図る。 

 

【実績】 

○ 毎年度都道府県等教育委員会や特別支援教育センター、学校長会等をはじめ、広く国民に対して

研究ニーズ調査（本年度は実施を早め８月26日回収）を実施するとともに、文部科学省特別支援教

育課、特別支援教育調査官を通じて喫緊の国の課題についての情報を得て研究計画を立案している

ところである。 

研究成果については、文部科学省特別支援教育課に提供するとともに、研究所セミナー、特別支

援教育専門研修、地域実践研究フォーラム等で普及を行い、都道府県等教育委員会・特別支援教育

センター・学校等をはじめ、広く一般にも公開している。また、終了課題の研究成果報告書のほか、

サマリー集やリーフレット、ガイドブック、指導資料等を作成した。 

研究成果の普及方法について、平成30年度は特別支援学校（聴覚障害）全校に研究所成果物につ

いての意見聴取を行い、現場が求めている成果物の在り方について把握し、研究所のホームページ

から研究成果物であるリーフレットをすぐにダウンロードできるページを作成したり、研究成果物

を活用しやすくするためのチラシの作成をしたりして、一層の成果普及を目指した。 

 

研究成果報告書サマリー集 

刊行物名 発行 

研究成果報告書サマリー集（平成27年度終了課題） 平成28年５月 

研究成果報告書サマリー集（平成28年度終了課題） 平成29年５月 

研究成果報告書サマリー集（平成29年度終了課題） 平成30年５月 

研究成果報告書サマリー集（平成30年度終了課題） 令和元年５月 

 

書籍 

知的障害 
「知的障害のある子どもと共に学ぶ」を考える－北欧の実践をふま

えて－(株)ｼﾞｱｰｽ教育新社， ISBN978-4-86371-489 -2 
平成31年１月 

教育課程 

小学校・中学校 通常の学級の先生のための手引き書－通級による

指導を通常の学級での指導に生かす－ (株)ｼﾞｱｰｽ教育新社 

ISBN978-4-86371-450-2  

平成30年２月 

知的障害 

育成を目指す資質・能力を踏まえた教育課程編成の在り方－アクテ

ィブラーニングを活用した各教科の目標・内容・方法・学習評価の

一体化－  (株)ｼﾞｱｰｽ教育新社 ISBN978-4-86371-446-5 

平成30年１月 

インクル関連 

インクルーシブ教育ｼｽﾃﾑ構築に向けた地域における体制づくりの

グランドデザイン－文部科学省モデル事業等の実践を通じて－

（株）東洋館出版社，ISBN978-4-491-03374-7  

平成29年７月 

インクル関連 
インクルーシブ教育ｼｽﾃﾑ構築のための学校における体制づくりの

ガイドブック－全ての教員で取り組むために－（株）東洋館出版社，
平成29年７月 



6 
 

ISBN978-4-491-03373-0  

病弱 
病気の子どもの教育支援ガイド (株) ｼﾞｱｰｽ教育新

社,ISBN978-4-86371-406-9 C3037  
平成29年３月 

重複障害 

手厚い支援を必要としている子どものための情報パッケージ「ぱれ

っと（PALETTE）」-子どもが主体となる教育計画と実践をめざして

-(株)ｼﾞｱｰｽ教育新社，ISBN978-4-86371-372-7 

平成28年９月 

知的障害 

育成を目指す資質・能力をはぐくむための知的障害教育における学

習評価の実践ガイド-学習評価の 9実践事例を踏まえて  (株)ｼﾞｱｰ

ｽ教育新社，ISBN978-4-86371-384-0 C3037  

平成28年９月 

 

リーフレット 

インクル関連 

我が国におけるインクルーシブ教育システムの構築に関する総合的

研究 

http://www.nise.go.jp/nc/wysiwyg/file/download/1/3650 

令和２年２月 

インクル関連 

「我が国のインクルーシブ教育システム構築に関する総合的研究」

調査報告 

http://www.nise.go.jp/nc/wysiwyg/file/download/1/1655       

平成30年３月 

病弱班 

精神疾患及び心身症のある児童生徒の教育的支援・配慮に関する研

究－Co-MaMe(連続性のある多相的多階層支援)－ 

http://www.nise.go.jp/nc/wysiwyg/file/download/1/3837 

令和２年１月 

教育課程 
通常の学級と通級による指導の学びの連続性に焦点を当てて 

https://www.nise.go.jp/nc/wysiwyg/file/download/1/1716  
平成30年３月 

自閉症 

自閉症のある子どもの指導目標の設定・見直しにおけるポイント－

子どもの主体的な学びを引き出すために－ 

http://www.nise.go.jp/cms/resources/content/385/D_356.pdf 

平成30年３月 

自閉症 

特別支援学校（知的障害）に在籍する自閉症のある幼児児童生徒の

実態の把握と指導に関する研究－特別支援学校（知的障害）での自

閉症教育の取組に関する調査(速報)－ 

http://www.nise.go.jp/cms/resources/content/7412/b_309.pdf 

平成29年３月 

重複障害 

みなさまの身近に視覚と聴覚の両方に障害のある「盲ろう」のお子

さんはいらっしゃいませんか？ 

http://www.nise.go.jp/cms/news/detail.8.12961.html  

平成29年２月 

ICT・AT 

特別支援教育でICTを活用しよう 

http://www.nise.go.jp/cms/resources/content/12589/20161205-1

43141.pdf 

平成28年11月 

自閉症 

自閉症のある子どもの自立活動の授業を組み立てる上での要点 

http://www.nise.go.jp/cms/resources/content/385/20160826-113

548.pdf 

平成28年７月 
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ガイドブック･事例集 

聴覚障害 
聴覚障害教育 指導実践事例集 

http://inclusive.nise.go.jp/?page_id=106 
平成30年３月 

発達障害 
高等学校教員のための「通級による指導」ガイドブック 

http://www.nise.go.jp/nc/wysiwyg/file/download/1/1719 
平成30年３月 

インクル関連 
地域におけるインクルーシブ教育システムの推進 

http://www.nise.go.jp/nc/wysiwyg/file/download/1/1903 
平成30年６月 

 

調査報告書 

聴覚障害 

聴覚障害教育における教科指導等の充実に資する教材活用に関す

る調査（平成２９年度）調査報告書 

http://www.nise.go.jp/nc/wysiwyg/file/download/1/3555 

令和２年１月 

視覚障害 

特別支援学校（視覚障害）における重複障害幼児児童生徒に関す

る実態調査 調査報告書 

http://www.nise.go.jp/nc/wysiwyg/file/download/1/2167 

平成30年９月 

知的障害 

インクルーシブ教育場面における知的障害児の指導内容・方法の

国際比較－フィンランド、スウェーデンと日本の国際比較から－ 

https://www.nise.go.jp/nc/study/intro_res/joint 

平成30年３月 

生涯学習関連 
「障害者の生涯学習活動に関する実態調査」報告書 

http://www.nise.go.jp/nc/wysiwyg/file/download/1/1619 
平成30年３月 

インクル関連 
インクルーシブ教育システム構築の現状に関する調査 報告書 

http://www.nise.go.jp/cms/7,14210,32,142.html 
平成29年12月 

聴覚障害 
特別支援学校（聴覚障害）におけるキャリア教育実態調査 報告書 

http://www.nise.go.jp/cms/7,13965,32,142.html 
平成29年９月 

言語障害 

平成28年度 全国難聴・言語障害学級及び通級指導教室実態調査 

報告書 

http://www.nise.go.jp/cms/7,13964,32,142.html 

平成29年９月 

 

研究ニーズ調査で寄せられた意見数 

  
新規研究課題につい

ての意見 

第４期中期目標期間に

おける５年間の研究計

画についての意見 

平成 28年度 320件 233件 

平成 29年度  204件  38件 

平成 30年度 691件 74件 

令和元年度 764件 158件 
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【中期計画】  

④ 研究を戦略的かつ効果的に推進するために、研究課題に応じて外部の研究協力者・研究協力機

関を積極的に登用するとともに、横断的研究及び地域実践研究については、障害種を超えて柔軟

な研究チームを編成する。また、学校長会、保護者団体、大学等の関係機関・団体と相互の課題

認識・研究方法・研究資源などを共有することにより、より効率的かつ効果的に研究を推進する。 

 

【実績】 

○ 全ての研究課題において外部の研究協力者・研究協力機関を積極的に登用することを推進してい

る。具体的には、特別支援教育企画官、特別支援教育課課長補佐、特別支援教育調査官（視学官を

含む。）、都道府県等教育委員会、各種学校長会からの推薦者、特別支援学校等の校長及び教員、専

門的な知見を有する大学教員、国立教育政策研究所の研究官等を研究協力者として委嘱した。知的

障害に関する研究では、研究の一部を大学に委託して、研究を実施した。また、横断的研究及び地

域実践研究については、障害種を超えて柔軟な研究チームを編成して研究を推進してきたと同時に、

病弱教育研究班と教材教具班が合同で研究を行うなどの動きが開始された。 

  なお、令和元年度においては聴覚障害教育研究班が特別支援学校（聴覚障害）全国調査に関わる

連携研究を通年で行うなど、障害種の研究班は、当該学校長会と連携を密にして、特別支援学校の

ニーズに合った研究を推進できるようにしている。 

 

【中期計画】  

⑤ 終了した研究課題毎に、教育委員会や学校等の教育現場における研究成果の活用状況（研修会

等での活用実績や授業実践への活用実績等）について毎年度アンケート調査を実施し、半数以上

の現場で改善に活用されているかの検証を行う。 

 

【実績】 

○ 終了した研究課題毎に、研究成果の活用状況（研修会等での活用実績や授業実践への活用実績等）

について、アンケート調査を実施した結果、現場での改善に「活用できた」割合が、平成28年度は

30.4％、平成29年度は46.6％であった。そのため、教育委員会等の担当者に対しての聞き取り調査

を含めて、その原因を分析し、リーフレットやガイドブック等、現場で活用しやすい成果物の公表、

普及に努め、調査の実施方法等も改善した。その結果、平成30年度の調査では、「活用できた」割

合が70.5％、令和元年度の調査では82.9％との結果を得た。 

 

活用度調査結果 

  

 

 

 

 

 活用できた割合 

平成28年度 30.4％ 

平成29年度 46.6％ 

平成30年度 70.5％ 

令和元年度 82.9％ 
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《中期目標》 

（２）評価システムの充実による研究の質の向上 

研究の実施に当たっては、特別支援教育政策の充実及び教育現場の教育実践等の推進に貢献する観

点から、内部評価及び外部評価を実施し、研究計画・内容の改善、研究の効果的・効率的実施及び研

究の質的向上を図ること。また、ＰＤＣＡサイクルを確立し、十分に機能させ、研究内容の更なる質

的向上を図るための評価システムを充実すること。 

 

【指標】 

・研究所運営委員会の行う外部評価において、全ての研究において高い評価（５段階評価で４以上）

を得る（平成 23 年度～平成 26 年度実績：全ての研究で４以上の評価） 。 

 

【中期計画】  

① 「研究基本計画」に基づき、研究課題毎に、国の政策課題や教育現場の課題への貢献等の観点か

ら、中間及び終了時における内部評価及び研究所運営委員会による外部評価を実施し、研究計画・

内容の改善、研究の効果的・効率的実施及び研究の質的向上を図る。全ての研究課題について、外

部評価において、高い評価（５段階評価で４以上）を得る。 

 

【実績】 

○ 内部評価及び外部評価として、研究の実施期間中に行われる中間評価、研究終了時に行われる最

終評価を実施した。内部評価については当研究所の評価委員会において、外部評価については、当

研究所の運営委員会の下に置く外部有識者で構成される外部評価部会において行った。 

  外部評価においては、平成28～平成30年度に実施した全ての研究課題について、中間及び終了時

における評価について、５段階評価で４以上（A+、A）の評価を得た。令和元年度は、中間評価対

象の１課題が５段階評価の３（B）であったことを除いて、５段階評価で４以上（A+、A）の評価を

得た。 
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研究課題評価実施スケジュール 

 

 

外部評価結果（平成28年度～令和元年度） 

  平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ａ＋ １ 10.0% １ 10.0% １ 10.0% ３ 27.3％ 

Ａ ９ 90.0% ９ 90.0% ９ 90.0% ７ 63.6％ 

Ｂ － － － － － － １ 9.1％ 

Ｃ － － － － － － － － 

Ｃ－ － － － － － － － － 

5段階で

4以上の

評価 

10 100％ 10 100％ 10 100％ 10 90.9％ 

課題数 10 10 10  11 

Ａ＋ ：大変優れている 

Ａ   ：優れている 

Ｂ   ：概ね良好である 

Ｃ   ：やや劣っている 

Ｃ－ ：劣っている 
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【中期計画】  

② 研究の評価に当たっては、研究区分の特性に応じた評価システムを構築するとともに、アウトカ

ムを重視した評価の観点・項目の設定、自己評価の充実などの評価システムの改善を図る。また、

評価結果を研究課題の設定や研究内容の改善に生かすとともに、研究所の日々の研究活動の質的向

上につなげるなど、ＰＤＣＡサイクルを重視して評価システムを運用する。 

 

【実績】 

○ 評価の観点として、国の政策立案や施策推進等への寄与、地方自治体の施策推進等への寄与、学

校現場での課題解決への寄与の観点で該当する研究成果の活用可能性を評価するなど、アウトカム

を重視する評価の観点を設定した。また、中間評価については、研究の進捗状況を中心にした総合

評価とし、新たに、次年度に向けた改善策や充実につながる方策についての意見を求める項目を追

加するなど、評価の観点・項目の改善を行った。地域実践研究については、これらに加えて指定地

域での課題解決の見込みについて項目を設けて評価を求めるなど、研究区分の特性に応じた評価を

行った。 

評価結果については、研究の改善・充実策を含めて速やかに研究チームに伝達し、PDCAサイクル

を重視した評価システムの運用を行った。 
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《中期目標》 

２．各都道府県等における特別支援教育政策や教育実践等の推進に寄与する指導者の養成 

（１）国の政策課題や教育現場のニーズ等に対応できる指導者の専門性の向上 

インクルーシブ教育システムの構築に向けて、各都道府県等における特別支援教育政策や教育実践

等の推進に寄与する指導者の養成を図るため、各都道府県等における障害種ごとの教育の中核となる

教職員を対象とした専門的・技術的な研修及び各都道府県等における指導的立場にある教職員を対象

とした特別支援教育政策上や教育現場等の喫緊の課題等に対応した専門的・技術的な研修を実施する

こと。 

研修の実施に当たっては、その実施状況を踏まえた課題や改善が必要な事項等を整理するととも

に、教員研修センターなどの関係機関との連携等研究所の研修に求められるニーズを的確に把握し、

社会情勢の変化等を勘案した集中と選択の観点から、研修の背景、必要性や具体的な内容を明らかに

した研修体系を早急に策定すること。 

さらに、研修を通じて、国の特別支援教育政策や研究成果等の最新の知見等を普及するとともに、

国の特別支援教育政策の動向や教育委員会・受講者等の意見を踏まえたカリキュラム等の見直しを行

い、ＰＤＣＡサイクルを十分に機能させる取組を行うこと。 

 

【指標】 

・教育委員会等派遣元に対して調査を実施し、研修受講者の研修修了後における指導的役割の実現

状況について 80％以上の達成を図る。 

・研修受講者が事前に設定した自己目標の研修修了直後における実現状況について 80％以上の達成

を図る。 

【優先度・高】 

各都道府県等の特別支援教育の指導者養成は、喫緊の課題であり、優先度は高い。 

 

【中期計画】 

① 研修の背景・必要性や研究所が実施する研修の基本方針や概要、実施体制等を明らかにした「研

修指針」を策定し、これに基づき、次の研修を実施する。 

イ 特別支援教育専門研修：各都道府県等の障害種毎の教育の中核となる教職員を対象に、障害種

別にコース・プログラムを設け、その専門性と指導力の向上を図る研修（約２か月間の宿泊研修） 

・視覚障害・聴覚障害・肢体不自由・病弱教育コース 

（視覚障害教育専修プログラム） 

（聴覚障害教育専修プログラム） 

（肢体不自由教育専修プログラム） 

（病弱教育専修プログラム） 

・知的障害教育コース 

（知的障害教育専修プログラム） 

・発達障害・情緒障害・言語障害教育コース 

（発達障害・情緒障害教育専修プログラム） 



13 
 

（言語障害教育専修プログラム） 

ロ インクルーシブ教育システムの充実に関わる指導者研究協議会：各都道府県等において指導的

立場に立つ指導主事や教職員を対象に、特別支援教育政策上や教育現場等の喫緊の課題に関する

専門的な知識・技能等の向上を図る研修（各２～３日間の宿泊研修） 

・就学相談・支援指導者研究協議会 

・発達障害教育指導者研究協議会 

・交流及び共同学習推進指導者研究協議会 

・特別支援教育のＩＣＴ活用に関わる指導者研究協議会 

 

【実績】 

○ 当研究所の研修は、第４期中期計画に沿って、研修の背景・必要性、研修実施の基本方針や実施体

制等を明らかにした「研修指針」を策定（平成 28年３月、29年３月、30年３月、31年３月、令和２

年３月改訂）し、それに基づいて実施している。 

＜研修の体系図＞ 

※第１ステージ：教職の基盤を固める時期 

第２ステージ：『チーム学校』の一員として専門性を高め、連携・協働を深める時期 

第３ステージ：より広い視野で役割を果たす時期  

目的 対象 形態 名称・内容 

指導者の

養成 

第２ステ

ージ及び

第３ステ

ージの教

職員 

来所によ

る研修 

特別支援教育 

専門研修 

障害種別のコース・プログラムで実施（視覚

障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱、知的障

害、発達障害、情緒障害、言語障害） 

指導者研究協

議会 

特別支援教育施策上や教育現場の喫緊の課題

について実施 

全国特別支援

学校長会との

連携研修 

全国特別支援学校長会と連携し、体育・スポ

ーツ指導及び寄宿舎指導に関する協議会を実

施 

資質能力

の向上の

ための支

援 

第１ステ

ージから

第３ステ

ージの教

職員 

インター

ネットを

活用した

研修 

講義配信 
特別支援教育に関する基礎知識、各障害種の

概論、指導方法等に関する講義を配信 

免許法認定通

信教育 

視覚障害教育領域及び聴覚障害教育領域の第

２欄の講義を配信 
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○ 特別支援教育専門研修について 

 インクルーシブ教育システムの充実に向け、各都道府県等の障害種ごとの教育の中核となる教職

員を対象に、専門性の向上や指導力の一層の向上を図り、今後の各都道府県等における指導者とし

ての資質を高める研修を実施した。毎年度、募集人員に対し、100％を超える参加率となっている。 

 

（特別支援教育専門研修の受講実績） 

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

受講実績 220名 224名 224名 232名  

募集人員 200名 210名 210名 210名 210名 

参加率（％) 110.0％ 106.7％ 106.7％ 110.5％  

コ
ー
ス
内
訳 

視覚・聴覚・肢体・病弱 59名 69名 64名 68名  

（視覚障害） （9） （12） （12） （11）  

（聴覚障害） （21） （21） （14） （22）  

（肢体不自由） （21） （27） （32） （28）  

（病弱） （8） （9） （6） （7）  

知的障害 82名 73名 88名 78名  

（知的障害） （82） （73） （88） （78）  

発達障害・情緒障害・言語障害 79名 82名 72名 86名  

（発達障害・情緒障害） （70） （74） （65） （75）  

（言語障害） （9） （8） （7） （11）  

選
択
プ
ロ
グ
ラ
ム 

通常の学級における指導 ［23］ ［28］ ［19］ ［20］  

通級による指導 ［21］ ［27］ ［27］ ［33］  

特別支援学級における指導 ［35］ ［27］ ［26］ ［33］  

 

○ インクルーシブ教育システムの充実に関わる指導者研究協議会等について 

特別支援教育政策上の課題や教育現場等の喫緊の課題等に柔軟に対応し、研究協議会等を実施した。 

 

（各研究協議会等の実施状況） 

年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

内
訳 

就学相談・支援指導者研究

協議会 

（受講者数、期間、募集人員） 

67名 

２日間 

（70名） 

－ － － － 

発達障害教育指導者研究協

議会 

（同上） 

104名 

２日間 

（90名） 

－ － － － 

交流及び共同学習推進指導

者研究協議会 

74名 

２日間 

73名 

２日間 

77名 

２日間 

69名 

２日間 
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（同上） （70名） （70名） （70名） （70名） 

特別支援教育におけるＩＣ

Ｔ活用に関わる指導者研究

協議会（同上） 

73名 

２日間 

（70名） 

80名 

２日間 

（70名） 

82名 

２日間 

（70名） 

77名 

２日間 

（70名） 

 

高等学校における通級によ

る指導に関する研修会 

１回119名 

２回120名

各１日 

－ － －  

高等学校における通級によ

る指導に関わる指導者研究

協議会 

（期間、受講者数、募集人員） 

－ 各２日間、

３回連続型 

実受講114名 

（100名） 

各２日間、

３回連続型 

実受講116名 

（100名） 

各２日間、

２回連続型 

実受講117名 

（100名） 

 

１回100名 

２回103名 

３回102名 

１回109名

２回108名

３回108名 

１回111名

２回112名 

 

発達障害教育実践セミナー 

（受講者数、期間、募集人員） 

－ 208名 

１日 

（200名） 

291名 

１日 

（300名） 

48名 

２日 

（100名） 

 

特別支援学校寄宿舎指導実

践協議会（同上） 

60名 

１日 

（50名） 

62名 

１日 

（50名） 

67名 

１日 

（60名） 

63名 

１日 

（60名） 

 

特別支援学校「体育・スポ

ーツ」実践指導者協議会 

（同上） 

－ 47名 

１日 

（60名） 

40名 

２日 

（60名） 

45名 

２日 

（60名） 

 

 

就学相談・支援指導者研究協議会は、就学制度改正に伴い、平成25年度より、その趣旨の普及と指

導者の養成を目的として実施してきた。過去４年間の各都道府県における取組（管轄内での体制整備

や研修の実施）の定着・充実が図られてきていると判断し、国レベルでの本研修は、平成28年度限り

とした。 

平成28年度には、国の政策課題である高等学校における「通級による指導」の制度化に向けた動向

を踏まえ、年度計画では予定していなかった「高等学校における通級による指導に関する研修会」を

文部科学省との共催により２回実施した。 

平成29年度研修事業計画の立案に当たっては、特別支援教育政策上や教育現場等の喫緊の課題に対

応し、高等学校における通級による指導に関する研修を指導者研究協議会に位置づけるとともに、発

達障害教育指導者研究協議会については、より幅広くセミナー形式とするなどの見直しを図った。 

このほか、全国特別支援学校長会との連携により、引き続き「特別支援学校寄宿舎指導実践協議会」

（１日）、また新たに「特別支援学校「体育・スポーツ」実践指導者協議会」(１日)を当研究所におい

て開催を計画することとなった。「特別支援学校「体育・スポーツ」実践指導者協議会」については、

より実践的な内容の充実を図るために、平成30年度より２日間開催での実施となった。 
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平成29年度には、家庭と教育と福祉の連携を推進する「トライアングルプロジェクト」が立ち上が

り、発達障害者の支援に当たる人材が身につけるべき専門性を整理し、各地方自治体において指導的

立場となる者に対する研修の在り方などを検討することが求められた。発達障害教育実践セミナーで

は、受講者を増やし、幅広く実施してきたところではあるが、上記「トライアングルプロジェクト」

に関わり、その内容及び対象者を令和元年度から刷新した。令和元年度からの発達障害教育実践セミ

ナーでは、国と各都道府県教育委員会の役割を明確にし、発達障害に関する専門的知識を深め、研究

協議等を通して、各地域における発達障害教育の実践的な指導力の向上を図ることを目的とし、受講

対象者は、教育委員会及び教育センター等の研修担当の指導主事等として実施した。 

 

【中期計画】  

② 研修の実施に当たっては、教職員支援機構などの関係機関との連携等研究所の研修に求められる

ニーズや社会情勢の変化等を的確に反映させる。また、インクルーシブ教育システムの構築に向け

て、国の特別支援教育政策や研究成果等の最新の知見等をカリキュラムに取り入れるとともに、講

義のほか、演習・研究協議等の演習形式を多く取り入れ、受講者が受講した内容を実際の教育や活

動の中で生かせるようプログラムを工夫する。 

 

【実績】 

○ 特別支援教育専門研修及び各指導者研究協議会においては、各都道府県教育委員会のニーズ調査

並びに受講者に対する修了直後のアンケート等を踏まえ、研修を担当した職員による検討会を実施

し、次期の研修に反映させている。 

改善の具体としては、研修の質的向上の取組として、見やすく分かりやすい資料の作成例の提案

や、シラバスに沿った講義となるよう担当講師への要請等を行った。 

また、特別支援教育政策上や教育現場等の喫緊の課題に対応し、平成 30 年度制度開始となった

高等学校における通級による指導について、より実践的な内容となるようカリキュラムの見直しを

図った。さらに、東京オリンピック・パラリンピックに向けて、障害者スポーツ等に関わる講義・

演習を取り入れた。発達障害教育実践セミナーでは、喫緊の課題である通級による指導担当者の実

践的指導力の向上を目指し、より具体的な内容とするなどの見直しを図った。そして、全ての研修

において、最新の研究成果や動向を講義に取り入れるとともに、新学習指導要領に対応した内容と

なるよう見直した。 

 

【中期計画】  

③ 任命権者である教育委員会等に対して、研修修了１年後に受講者の指導的役割の実現状況につい

てのアンケート調査（各地域で行う研修や研究会等の企画・立案、講師としての参画などの指導的

役割の実現状況）を実施し、80％以上の達成を確保する。 

また、特別支援教育専門研修の受講者に対して、事前に設定した研修の自己目標の修了直後にお

ける実現状況についてアンケート調査を実施し、80％以上の達成を確保する。 

これらのアンケート調査で、80％を下回った場合には、研修の内容・方法等を改善するとともに、

あわせて、国の特別支援教育政策の動向等を踏まえたカリキュラム等の見直しを適宜行うなど、Ｐ



17 
 

ＤＣＡサイクルを重視した研修の運営を行う。 

 

【実績】 

○ 研修内容・方法等の改善・充実と研修受講後の受講者の各地域等での指導的役割の実現状況の

把握を目的に、研修修了１年後を目途に、前年度特別支援教育専門研修受講者、受講者の所属長

及び受講者の任命権者である教育委員会等に対して、事後アンケート調査を実施した。 

  以下に、この事後アンケート調査の教育委員会に対する調査において、研修受講者が各地域で

行う研修や研究会等の企画・立案、講師としての参画など、指導的役割を実現していると思われ

るか否かについて尋ねた結果を示す。毎年度 90％以上の受講者が指導的役割を実現していると評

価されている。 

 

（特別支援教育専門研修修了１年後アンケート調査における指導的役割の実現状況） 

 回答数 回答 研修全体のプラス評価 

平成27年度特

別支援教育専

門研修 

212／214名 

（回収率99.1％） 

とてもそう思う       104名（49.1％） 

そう思う             108名（50.0％） 

あまりそうは思わない ０名（０％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

100％ 

平成28年度特

別支援教育専

門研修 

203／214名 

（回収率94.9％） 

とてもそう思う        90名（44.3％） 

そう思う             113名（55.7％） 

あまりそうは思わない ０名（０％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

100％ 

平成29年度特

別支援教育専

門研修 

216／219名 

（回収率98.6％） 

とてもそう思う       103名（47.7％） 

そう思う             101名（46.8％） 

あまりそうは思わない 12名（5.6％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

94.4％ 

平成30年度特

別支援教育専

門研修 

212／212名 

（回収率100％） 

とてもそう思う    125名（59.0％） 

そう思う        81名（38.2％） 

あまりそうは思わない  ６名（2.8％） 

そうは思わない         ０名（０％） 

97.2％ 

令和元年度特

別支援教育専

門研修 

   

 

○ 特別支援教育専門研修と同様に、前年度実施の各研究協議会受講者、受講者の所属長及び受講者

の任命権者である教育委員会等に対して、研修修了１年後を目途に、事後アンケート調査を実施し

た。特別支援教育専門研修同様、毎年度90％以上の受講者が指導的役割を実現していると評価され

ている。 
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（各研究協議会修了１年後アンケート調査における指導的役割の実現状況） 

  回答数 回答 研修全体のプラス評価 

平

成

27

年

度

実

施

分 

就学相談・支援担当

者研究協議会 

62／68名 

（回収率91％） 

とてもそう思う        38名（61％） 

そう思う              24名（39％） 

あまりそうは思わない ０名（０％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

100％ 

特別支援学校寄宿舎

指導実践指導者研究

協議会 

67／67名 

（回収率100％） 

とてもそう思う        33名（49％） 

そう思う              33名（49％） 

あまりそうは思わない １名（２％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

98％ 

発達障害教育指導者

研究協議会 

92／96名 

（回収率96％） 

とてもそう思う        54名（59％） 

そう思う              38名（41％） 

あまりそうは思わない ０名（０％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

100％ 

交流及び共同学習推

進指導者研究協議会 

69／70名 

（回収率99％） 

とてもそう思う        40名（58％） 

そう思う              29名（42％） 

あまりそうは思わない ０名（０％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

100％ 

平

成

28

年

度

実

施

分 

就学相談・支援指導

者研究協議会 

65／67名 

（回収率97％） 

とてもそう思う        30名（46％） 

そう思う              35名（54％） 

あまりそうは思わない ０名（０％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

100％ 

発達障害教育指導者

研究協議会 

80／83名 

（回収率96％） 

とてもそう思う        37名（46％） 

そう思う              42名（53％） 

あまりそうは思わない １名（１％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

99％ 

特別支援教育におけ

るＩＣＴ活用に関わ

る指導者研究協議会 

65／68名 

（回収率96％） 

とてもそう思う        27名（42％） 

そう思う              36名（55％） 

あまりそうは思わない ２名（３％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

97％ 

交流及び共同学習推

進指導者研究協議会 

71／74名 

（回収率96％） 

とてもそう思う        28名（39％） 

そう思う              43名（61％） 

あまりそうは思わない ０名（０％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

100％ 

平

成

29

年

高等学校における通

級による指導に関わ

る指導者研究協議会 

87／88名 

（回収率99％） 

とてもそう思う        36名（41％） 

そう思う              48名（55％） 

あまりそうは思わない ３名（３％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

97％ 
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度

実

施

分 

特別支援教育におけ

るＩＣＴ活用に関わ

る指導者研究協議会 

67／70名 

（回収率96％） 

とてもそう思う        24名（36％） 

そう思う              40名（60％） 

あまりそうは思わない ３名（４％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

96％ 

交流及び共同学習推

進指導者研究協議会 

64／68名 

（回収率94％） 

とてもそう思う        23名（36％） 

そう思う              40名（63％） 

あまりそうは思わない １名（２％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

98％ 

平

成

30

年

度

実

施

分 

高等学校における通

級による指導に関わ

る指導者研究協議会 

92／95名 

（回収率97％） 

とてもそう思う       50名（54％） 

そう思う             40名（43％） 

あまりそうは思わない ０名（０％） 

そうは思わない       ３名（３％） 

97％ 

特別支援教育におけ

るＩＣＴ活用に関わ

る指導者研究協議会 

70／73名 

（回収率96％） 

とてもそう思う       26名（37％） 

そう思う             43名（61％） 

あまりそうは思わない  １名（１％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

98％ 

交流及び共同学習推

進指導者研究協議会 

70／73名 

（回収率96％） 

とてもそう思う        30名（43％） 

そう思う              39名（56％） 

あまりそうは思わない  １名（１％） 

そうは思わない        ０名（０％） 

99％ 

令

和

元

年

度

実

施

分 

高等学校における通

級による指導に関わ

る指導者研究協議会 

   

特別支援教育におけ

るＩＣＴ活用に関わ

る指導者研究協議会 

   

交流及び共同学習推

進指導者研究協議会 

   

 

○ また、特別支援教育専門研修の各期共通カリキュラムとして、平成 28年度から設定した講義・演

習『研修の企画、運営の方法』において、受講者自身に「この研修で目指すもの、私の目標」を設

定・回答させることとしている。この自己目標の達成状況については、研修の修了直後アンケート

に項目を設定し、どの程度達成できたかを把握することとしている。毎年度、どのコースにおいて

も 90％以上の受講者が、事前に設定した自己目標を達成できたとしている。 

 

（特別支援教育専門研修における自己目標の修了直後における実現状況） 

 視覚障害・聴覚障害・肢体

不自由・病弱教育コース 

知的障害教育コース 発達障害・情緒障害・

言語障害教育コース 

全体 
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平成28年度 100％ 96％ 94％ 96.3％ 

平成29年度 96％ 98％ 96％ 96.4％ 

平成30年度 97％ 91％ 92％ 93.3％ 

令和元年度 93％ 99％ 92％ 94.4％ 

令和２年度     
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《中期目標》 

（２）各都道府県等が実施する教員の資質向上に関わる支援 

各都道府県等におけるインクルーシブ教育システムの構築に向けた幅広い教員の資質向上のため、

多様な学びの場に対応した講義配信コンテンツの計画的な整備を図り、インターネットにより学校教

育関係者等へ配信すること。また、特別支援学校教諭免許状取得率向上のための免許法認定通信教育

及び免許法認定講習を実施すること。 

これらの実施に当たっては、利用者のアンケート調査等を基に、内容及び運用の改善を図ること。 

 

【指標】 

・講義配信の受講登録者数を、中期目標期間終了までに、4,000 人以上とする（平成 28 年 1 月現

在登録機関数：1,156 機関。平成 28 年度以降、利便性向上のため個人登録に変更。） 

・免許法認定通信教育及び免許法認定講習による単位取得者数を中期目標期間終了までに、3,000

人以上とする。 

【優先度・高】【難易度：高】 

各都道府県等が進める教職員の資質向上への支援は、喫緊の課題であり、重要度は高い。また、免

許法通信教育は、新たにシステムを構築して、運用を図るもので、コンテンツの新規整備や各当道府

県における試験の実施等、様々な課題があり、難易度は高い。 

 

【中期計画】 

① 各都道府県等における障害のある児童・生徒等の教育に携わる教員をはじめ、幅広い教員の資質

向上の取組を支援するため、「研修指針」に基づき、特別支援教育に関する基礎的及び専門的内容

の講義を収録し、インターネットにより学校教育関係者等へ配信する。 

イ 配信する講義コンテンツについて体系的・計画的な整備を図るとともに、最新の情報を提供で

きるよう、計画的に更新する。また、利用者のアンケート調査等を基に、内容及び運用の改善を

図る。 

ロ 幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援学校等に対して、幅広く広報することにより、講義

配信の受講登録数を、中期目標期間終了までに、4,000人以上を確保する。 

 

【実績】 

１．講義コンテンツの体系的・計画的な整備 

都道府県等において、障害のある児童生徒等の教育に携わる教員の資質向上を図る取組を支援する

ため、インターネットによる講義配信を行っている。講義配信サイトや講義コンテンツは、特にアクセ

シビリティーに配慮している。例えば、内容を音声のみで理解できるよう説明を追記したり、音声や資料

提示を同期させ、文字表示している。 

配信する講義コンテンツについて体系的・計画的な整備を図っており、平成29年度からは高等学

校・幼稚園教員向けのコンテンツ等の充実や学習指導要領改訂への対応等を図った。 

令和元年度末現在、130本のコンテンツを公開している。 

また、平成 30年度より３年間の計画で、「通常の学級における各教科等の学びの困難さに応じた指
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導」に関するプログラムの作成を行っており、令和元年度末までに、７本のコンテンツを公開した。

令和２年度においても、拡充を図っていく予定である。 

 

 平成28末 平成29末 平成30末 令和元末 

新規コンテンツ数 ３本 ７本 ５本 ９本 

公開コンテンツ数 109本 116本 121本 130本 

 

 （高等学校の特別支援教育に対応したコンテンツ） 

・高等学校に求められる合理的配慮と基礎的環境整備 

・高等学校における校内支援体制づくり（１） 

・高等学校における校内支援体制づくり（２） 

・高等学校における特別な配慮を要する生徒への進路指導 

・高等学校における特別支援教育に関する研修及び授業研究の進め方 

・高等学校段階（思春期）における障害のある生徒の心理と自己理解 

 

（幼稚園における特別支援教育に対応したコンテンツ） 

・幼児期における特別支援教育の考え方 

・幼児期の具体的な関わり方の実際 

・幼児期の関係機関との連携  

・幼児期の子どもをもつ保護者との関わり 

 

（「通常の学級における各教科等の学びの困難さに応じた指導」に関するコンテンツ） 

・学習指導要領にみる特別支援教育 

・小学校 国語 

・小学校 総合的な学習の時間 

・小学校 家庭 

・小学校 理科 

・小学校 体育 

・教育課程の連続性と個に応じた指導の充実 

 

２．利用者アンケート調査等を基にした改善 

利用者アンケート調査や講義配信を活用して研修を実施している教育委員会・学校・発達支援セ

ンターを抽出した実地調査等基に、以下のとおり利用環境の改善を図った。 

①パソコンに加え、タブレット端末・スマートフォンでもインターネットによる講義配信を利用でき

るようにした。これにより、職場・自宅・通勤時など様々な場所で講義コンテンツを視聴できるよ

うになった。 

②キーワードによるコンテンツの検索に加え、指導・支援の場に対応したコンテンツの絞り込みを行

えるようにした。 
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③複数の講義コンテンツを組み合わせた「研修プログラム」を編成・提供し、利用者が主体的に研修

できるようにした。 

（研修プログラム例） 

・インクルーシブ教育システムについて学ぶ 

・特別支援教育コーディネーターになったら 

・特別支援学級（知的障害）の担任になったら 

・特別支援学級（自閉症・情緒障害）の担任になったら 

・特別支援学校の教員になったら 

・通級による指導の担当者になったら 

・小・中学校の管理職になったら 

・すべての教職員を対象に：本人・保護者に寄り添った指導・支援のために 

④職場・自宅・通勤時など様々な場所で講義コンテンツを視聴できるよう、受講登録方法を機関登録

制から個人登録制に切り替えた。 

⑤インターネットによる講義配信の充実を図るため、令和２年度から新たなシステムを導入した。新

講義配信システムにおいては、教育委員会が講義配信コンテンツを活用して目的に応じた独自のプ

ログラムを作成したり、学校が校内研修に活用したりできるよう団体登録機能を設けるなど、教育

委員会・学校がより活用しやくなるよう機能の充実を図った。 

 

３．広報活動の実施による登録者数の増加 

インターネットによる講義配信のリーフレットを、全国特別支援学校長会をはじめとする各種学

校長会や研究所セミナー、全国特別支援教育センター協議会等で配布し、幅広く広報を行った。 

登録者数は、令和元年度末現在で5,916名となり、中期目標の4,000人以上の登録者数を既に達成

したところである。 

 

○講義配信登録者数の推移 

 平成28末 平成29末 平成30末 令和元末 

登録者数 1,877名 2,722名 3,876名 5,916名 

 

４．講義配信コンテンツの動画ファイル等の提供 

・ 教育委員会や学校からのインターネット接続については、自治体によっては外部との接続を制

限している場合があることから、教育委員会から申し出があった場合には、自治体内のクローズ

ドなネットワークでの活用を行えるよう、ファイル等を提供する取組を行った。 

・ 利便性向上の取組として、特別支援学校の学習指導要領が改訂されたことを踏まえ、独立行政

法人教職員支援機構が動画配信している「校内研修シリーズ（新学習指導要領編）」へのリンク

を貼り、講義配信利用者の便宜を図った。 

 

【中期計画】  

② 特別支援学校教諭免許状の取得率向上のため、インターネットを通して免許法認定通信教育を実
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施する。また、特別支援教育専門研修において、免許法認定講習及び免許状更新講習を実施する。 

免許法認定通信教育の実施に当たっては、免許取得率の低い領域から優先的に科目を開設するととも 

に、受講者の利便性を考慮した運営の工夫を行う。 

免許法認定通信教育及び免許法認定講習による単位取得者数を中期目標期間終了までに、3,000 

人以上を確保する。 

 

【実績】 

１．インターネットによる免許法認定通信教育の実施 

１）概要 

特別支援教育に携わる教員の免許状取得率向上を支援するため、特別支援学校教諭一種又は二種

免許状の取得に必要な単位をインターネットを活用して取得できる免許法認定通信教育を平成28

年度より実施している。 

実施に当たっては、受講者の利便性を考慮し、パソコン・タブレット端末・スマートフォンを利

用して、履修期間中は24時間、職場・自宅・通勤時など様々な場所で講義コンテンツを視聴できる

ようにしている。また、各講義コンテンツの視聴終了後にオンラインによる理解度チェックテスト

を実施し、受講者自身で理解状況を確認できるようにしている。 

２）開設科目 

視覚障害教育、聴覚障害教育の免許取得のために不可欠であり、都道府県教育委員会や大学で開

設が困難な以下の４科目を、各年度、前期後期２科目ずつ開講している。 

「視覚障害児の心理、生理及び病理（１単位）」 

「聴覚障害児の心理、生理及び病理（１単位）」 

「視覚障害児の教育課程及び指導法（１単位）」 

「聴覚障害児の教育課程及び指導法（１単位）」 

 

３）実績 

  受講者数、合格者数（単位取得者数）は下記のとおりであり、令和元年度末までに、延べ3,914

名に、単位を授与し、中期計画の計画値の「免許法認定通信教育及び免許法認定講習による単位取

得者数を中期目標期間終了までに、3,000人以上を確保」については、既に達成した。 

 

 
H28・後 H29・前 H29・後 H30・前 H30・後 R元・前 R元・後 合計 

視・課程 

受講者数 352名 365名 
  

458名 282名  1,457名 

受験者数 287名 258名 
  

386名 241名  1,172名 

合格者数 285名 255名 
  

353名 2１6名  1,109名 

視・心理 

受講者数 
  

495名 284名 
  

385名 1,164名 

受験者数 
  

409名 269名 
  

390名 1,068名 

合格者数 
  

380名 182名 
  

326名 888名 

聴・課程 受講者数 
 

523名 318名 3名 392名 306名  1,542名 
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※受験者数は、当日欠席者数を含めた数である。 

 

４）受講者の利便性を考慮した運営の工夫 

 受講者の利便性向上のため、試験実施会場を原則県庁所在地に設定するとともに、障害のある者

への配慮について、本人からの聞き取りを基に措置した。また、受講者からの質問や要望を基に、

「よくある質問」の拡充や理解度チェックテストを配信講義とは別に視聴できるようにするなどの

改善を図った。 

［視覚障害のある者への配慮の例］ 

・問題用紙へのチェックによる解答（原則はマークシートへの記入） 

・ルーペの持参及び使用 

・試験時間の延長（1.3倍（弱視）1.5倍（盲）） 

・テキスト形式の試験問題をUSBメモリに入れて出題 

・パソコン上で解答し、USBメモリに入れて提出 

 

［聴覚障害のある者への配慮の例］ 

・試験室内の前列、通路側に座席を設ける 

・注意事項等の説明をメモにより伝達する 

・試験開始と試験終了の合図について、近くで手で指し示して行う 

 

２． 特別支援教育専門研修における免許法認定講習及び免許状更新講習 

特別支援教育専門研修においては、教育職員免許法施行規則に基づく免許法認定講習を併せて開設

し、講習履修者に対して試験（レポート）による審査のうえ、特別支援学校教諭の一種又は二種免許

状の取得に必要な単位の認定を行った。 

また、特別支援教育専門研修においては、受講を希望するものに対し、免許状更新講習を実施した。 

 

（特別支援教育専門研修における免許法認定講習の単位認定の状況（延べ数）） 

 視覚障害・聴覚障害・肢体

不自由・病弱教育コース 

知的障害教育コース 発達障害・情緒障害・

言語障害教育コース 

合計 

平成28年度 90名 118名 58名 266名 

受験者数 
 

376名 266名 2名 346名 253名  1,243名 

合格者数 
 

356名 245名 2名 320名 222名  1,145名 

聴・心理 

受講者数 
   

588名 
  

451名 1,039名 

受験者数 
   

488名 
  

420名 908名 

合格者数 
   

430名 
  

342名 772名 

合計 

受講者数 352名 888名 813名 875名 850名 588名 836名 5,202名 

受験者数 287名 634名 675名 759名 732名 494名 810名 4,391名 

合格者数 285名 611名 625名 614名 673名 438名 668名 3,914名 
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平成29年度 82名 92名 60名 234名 

平成30年度 76名 155名 56名 287名 

令和元年度 71名 93名 53名 217名 

 

（特別支援教育専門研修における免許状更新講習の履修認定の状況） 

 視覚障害・聴覚障害・肢体

不自由・病弱教育コース 

知的障害教育コース 発達障害・情緒障害・言語

障害教育コース 

平成28年度 １名 【必修】    １名 

【選択必修】１名 

【選択】    １名 

14名 【必修】     ６名 

【選択必修】 ６名 

【選択】     ８名 

２名 【必修】     ２名 

【選択必修】 ２名 

【選択】     ２名 

平成29年度 ９名 【必修】    ９名 

【選択必修】８名 

【選択】    ８名 

４名 【必修】     ４名 

【選択必修】 ４名 

【選択】     ４名 

3名 【必修】     ３名 

【選択必修】 ３名 

【選択】     ３名 

平成30年度 10名 【必修】    ８名 

【選択必修】９名 

【選択】    10名 

14名 【必修】    13名 

【選択必修】12名 

【選択】    14名 

14名 【必修】    12名 

【選択必修】12名 

【選択】    14名 

令和元年度 ８名 【必修】    ６名 

【選択必修】６名 

【選択】    ８名 

17名 【必修】    17名 

【選択必修】16名 

【選択】    17名 

８名 【必修】    ６名 

【選択必修】６名 

【選択】    ８名 

 

当研究所の免許法認定通信教育及び免許法認定講習による単位取得者は、中期目標で3,000名を指

標としているが、令和元年度末時点において目標値を超える4,918名が取得しており、国の施策である

免許状取得率の向上に大きく寄与している。 

 

（免許法認定通信教育及び特別支援教育専門研修における単位取得者数（延べ数）） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 合計 

免許法認定

通信教育 
285名 1,236名 1,287名 1,106名 3,914名 

特別支援教

育専門研修 
266名 234名 287名 217名 1,004名 

合計 551名 1,470名 1,574名 1,323名 4,918名 
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《中期目標》 

３．総合的な情報収集・発信や広報の充実及び関係機関等との連携強化を通じた特別支援教育に関す

る幅広い関係者の理解の促進 

（１）戦略的かつ総合的な情報収集・発信の推進 

我が国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとして、特別支援教育の政策・施策及び現状や課

題、研究所の存在や活動内容（研究内容やその成果）等について、学校、民間企業、各種団体等、多

方面に周知させ、それら各方面からの理解・支援を得ることができるよう、情報収集・発信方策や広

報の在り方を具体化し強化した広報戦略を早急に策定すること。 

また、広報戦略に基づき、特別支援教育に関する政策・施策や研究活動及び教育現場の課題等に関

する情報を系統的に収集するとともに、研究所の活動内容等と併せて、全ての学校をはじめとする関

係者に必要かつ有益な情報が提供されるよう、研究成果の普及やインターネットを通じた情報提供の

量的充実とその効果的・戦略的な取組を推進すること。 

 

【指標】 

・情報提供のコンテンツを充実し、広く学校、民間企業、各種団体等に周知するとともに、研究所

メールマガジン講読者に対して、研究所ホームページの有用度（研究所ホームページの使いやすさ、

情報量の多さ、情報の検索の容易さ等）に関するアンケート調査を定期的に行い、毎年度ホームペ

ージを改善する。平成 29 年度以降、ホームページの利用状況等を勘案し、更なる改善のための指

標を検討する。 

【重要度： 高】 

特別支援教育に係る有用な情報等を、教育関係者はもとより、民間企業や各種団体等に対しても広

く提供し普及を図ることは、国の特別支援教育政策を進めていく上で重要であり、重要度は高い。 

 

【中期計画】 

① 特別支援教育に関する幅広い関係者の理解・支援の確保に貢献するため、研究所における情報収

集・発信方策や広報の在り方を具体化し、取組を強化することを目的に「広報戦略」を策定し、こ

れに基づき、次のとおり、戦略的・総合的に情報収集を行う。 

イ 研究所の研究成果をはじめ、特別支援教育に関連する学術的な内容から教育実践に関わる内容

まで、幅広い情報を計画的に収集する。 

ロ 収集した情報については、専門的な研究内容や、教育現場に必要な実践に関する情報、理解・

啓発に関する基礎的な内容など、情報内容に応じて、体系的・階層的に整理して、発信する対象

を考慮したコンテンツとして整備する。 

 

【実績】 

○ 「広報戦略」に基づく情報収集 

イ 情報収集  

・特別支援教育に関するナショナルセンターとして、文部科学省等の国の施策に関する情報、都道府

県教育委員会等に関する情報、各種学校長会、研究協力園・学校等における実践に関する情報、関
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連学会での学術的な情報等を幅広く収集している。 

・発達障害教育に関する情報は、主に発達障害教育推進センターが、障害種をまたがる特別支援教育

の教材・支援機器等（ICT等を含む）に関する情報は情報・支援部が、それぞれ、文部科学省や厚

生労働省、都道府県の教育センター等と連携して、系統的に幅広く収集している。 

 

ロ コンテンツの整備  

・研究成果については、研究成果報告書、サマリー集等のほか、教育委員会や教育現場で活用できる

ように、研究成果物（リーフレット、ガイドブック、事例集等）としてコンテンツを整備している。

研究成果・刊行物別に提供していたコンテンツを、特別支援教育全体と各専門領域（各障害種）別

に整理して、新たに、「特別支援教育の基礎・基本」を令和２年５月末に発行予定である。 

・発達障害教育については、研修講義やQ&Aを発達障害教育推進センターのホームページで公表できる

ようにコンテンツを整備している。 

・教材・支援機器等については、研究所内の展示室で実物を展示できるように、障害種別に系統的に

整備するほか、特別支援教育の支援教材については、支援教材ポータルサイトに掲載できるように、

コンテンツをデータベース化して整備している。 

 

【中期計画】 

② 「広報戦略」に基づき、全ての学校をはじめとする関係者に必要かつ有益な情報が提供されるよ

う、情報提供の量的充実とその効果的・戦略的な取組を推進する。 

イ 国や都道府県、特別支援学校はもとより、市区町村や幼稚園、小・中学校、高等学校、保護者、

関係団体等多方面に対して、インターネットなど様々な手段を活用して、研究成果などの研究所

が有する情報の発信、提供を充実する。 

ロ 研究所のホームページについて、情報コンテンツを計画的・体系的に整備することにより、様々

な利用者層にとって、有用でわかりやすいものとなるようにする。また、国際的な情報発信を強

化するため、発達障害教育に関する情報をはじめ、研究所が有するコンテンツの英語版の作成を

計画的に進める。 

ハ 研究成果については、ホームページを通じて、研究成果報告書のほか、サマリー集やガイドブ

ック、リーフレット等わかりやすい形で情報提供を行うとともに、学会発表及び誌上発表を行う。 

ニ 研究や国際会議・外国調査の報告等を内容とする特総研ジャーナル、研究紀要、英語版のジャ

ーナルであるNISE Bulletinを毎年度それぞれ１回刊行し、ホームページに掲載する。また、研

究所の研究成果や特別支援教育に係る最新の情報等を紹介するメールマガジンを毎月１回配信

する。 

ホ 研究所のホームページの有用度（ホームページの使いやすさや情報量の多さ、情報検索の容易

さ等）に関するアンケート調査を定期的に行い、これに基づき、毎年度ホームページを改善する。

また、平成29年度以降、ホームページの利用状況等を勘案して、更なる改善のための指標を検討

する。 

 

【実績】 
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○ 情報提供の量的充実とその効果的・戦略的な取組 

イ及びハ ［研究成果などの情報発信］ 

・研究成果・刊行物は、ホームページ上に掲載して情報提供を行っている。また、印刷したサマリー

集は、都道府県・市区町村教育委員会等へ幅広く配布し、リーフレット類は、各種の研修等で活用

するとともに、研究講師等の派遣の際に教育委員会等の自治体のホームページに研究所のリンクを

貼ってもらうよう積極的に働きかけている。さらに、所内外の研修や講演、文部科学省主催の説明

会、研究所主催の各種イベント、各種学校長会の総会等では、パンフレットを配布し、研究成果の

普及を図っている。なお、日本特殊教育学会等での学会における発表や誌上発表を行うことでも普

及を図っている。 

 

ロ及びホ ［ホームページによる情報発信］ 

・ホームページについては、アンケート調査及び外部機関の診断を受けて、平成29年度に改定し、平

成30年度に公開した。トップページはシンプルな構成とし、利用者サイドの視点から、「研究者の

方」「教育関係者の方」「一般利用者の方」の入口を設けて利便性の向上を図った。また、バナーの

表示方法の改定やスマートフォンへの対応等の改善、特別支援教育に関する情報は新しい内容に改

めた。 

・インクルーシブ教育システム構築支援データベース（インクルDB）では、学校・地方公共団体向け

や保護者向けのQ&Aを１問１答式で掲載するほか、研究所の研究報告や関連リンクの掲載を行い、

情報発信の充実を図っている。 

・新しいホームページについては、研修や研究所セミナー等を含めた様々な情報発信の機会に積極的

に紹介し、アンケートだけでは得られない率直な意見（例：研究所の研究者を検索しやすくして欲

しい）等を収集し、さらに利用しやすいように改善を図っている。 

・主務大臣から指摘のあった国際化の対応については、英語版特総研ジャーナルのNISE Bulletinを英

語版のホームページに掲載している。 

 

ニ ［各種出版物］ 

・研究所の事業や研究、外国調査の報告等をまとめた特総研ジャーナル、英語版特総研ジャーナルの

NISE Bulletin、研究紀要を毎年３月に刊行し、ホームページに掲載している。また、研究所の活

動や特別支援教育の最新情報等を発信するメールマガジンを毎月１回配信している。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

登録者数 8,786人 9,225人 9,668 7,970 

 

ホ 新しいホームページについては、研修や研究所セミナー等を含めた様々な情報発信の機会に積極

的に紹介し、アンケートだけでは得られない率直な意見（例：研究所の研究者を検索しやすくして

欲しい）等を収集し、さらに利用しやすいように改善を図っている。（再掲） 
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《中期目標》 

（２）特別支援教育に関する理解啓発活動の推進 

インクルーシブ教育システムの構築に向けて、研究所セミナー等の開催を通じて、教育委員会・学

校・教員・国民への幅広い理解啓発活動を充実すること。特に、発達障害教育に関するインターネッ

トを通じた情報提供の充実を図り、幼稚園、小・中・高等学校等の教員や保護者への理解促進を図る

こと。 

また、特別支援教育における支援機器等教材に関する情報を収集し、特別支援教育教材ポータルサ

イトの充実や研修会、展示会の開催により、幼稚園、小・中・高等学校及び特別支援学校の全ての学

校において、支援機器等教材を広く普及させるための取組を実施すること。 

 

【指標】 

・特別支援学校及び特別支援学級等以外の学校関係者に対する研究所の役割や業務内容の認知度を

中期目標期間終了までに、50％以上とする。 

・支援機器等教材に関する研修会・展示会を毎年度、研究所セミナーや特別支援教育センター協議

会において開催するとともに、教育委員会・教育センター等の協力を得て、地域の展示会・研修

会を毎年度４回開催する。 

【優先度： 高】【難易度： 高】 

研究所の認知度を高めることにより、より多くの者に必要な情報の提供や特別支援教育の理解促進

が進むことが期待され、障害の有無にかかわらず誰もが相互に人格と個性を尊重する共生社会の形成

に資する観点から、優先度は高い。 

また、対象が、特別支援学校及び特別支援学級等以外であるため、これまで以上の積極的かつ効果

的な広報が必要となり、難易度は高い。 

 

【中期計画】 

① 教育委員会・学校・教員・国民への幅広い理解啓発活動を充実するため、以下の取組を実施する。 

イ 特別支援教育に関する教育現場等関係機関との情報共有及び研究成果の普及を図るため、研究

所セミナーを毎年度開催し、参加者の満足度評価について85％以上を確保する。 

ロ 保護者をはじめ幅広い国民に対して、インクルーシブ教育システムの構築に関する理解啓発を

推進するため、ホームページ上のコンテンツとして、障害の基礎知識やＱ＆Ａ等を掲載するなど、

情報発信の充実を図る。 

ハ 研究所公開を毎年度開催し、施設等の公開・展示を通じて、特別支援教育の理解啓発を図る。 

 

【実績】 

○ イ［研究所セミナー］について 

第４期中期計画期間において、「インクルーシブ教育システム構築に向けた特別支援教育の推進」 

をメインテーマとして毎年２月に２日間会場を国立オリンピック記念青少年総合センターとして研究

所セミナーを開催している。定員の充足率及び参加者の満足度は、毎年度計画値以上の数値を達成し

ている。なお、参加者全体の各年度４分の１は小・中学校、高等学校の教員の参加者である。参加者
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と研究職員が対話形式で情報交換できる機会としてポスターセッションを設け、直接質疑応答のでき

る機会を設けている。 

平成28年度、29年度は大ホール小ホールの２つの会場を使用して開催していたが、平成30年度から

は運営面の改善を図り参加者へのより丁寧な対応をするために大ホールのみを会場として開催した。 

令和元年度は、令和２年２月 21 日（金）、22 日（土）、国立オリンピック記念青少年総合センター

において、「インクルーシブ教育システムの推進」をテーマに開催予定（定員 500名）であったが、新

型コロナウイルスをはじめとする感染予防対策および拡散防止の観点から、中止することとした。な

お、２日間で総計（のべ人数）630 名の参加申し込みがあった。申し込みのあった参加者の中で、当

日配布する予定であった資料の郵送を希望する方には資料を迅速に郵送するとともに、配布資料の中

で、電子データで提供可能な資料を研究所のホームページに公開した。また、予定されていたパネル・

ディスカッション及び研究成果報告等の一部については、令和２年９月 19 日～21 日の日本特殊教育

学会（福岡）において自主シンポジウム、ポスター発表を通じて成果の発表を行う予定である。 

 

（セミナー参加者数及び定員充足率）  

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

（申込者数） 

参加者数 881 811 624 630名（申込者数） 

定員 700 700 500 500名 

定員充足率 126% 116% 125%  

（アンケートによる参加者の満足度） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

満足度 99.4% 98.6% 99.6%  

※「意義があった」、「やや意義があった」の合計 

 

○ロ ［ホームページ］について 

（② ロ及びホ［ホームページによる情報発信］と同じ。（再掲） 

ホームページについては、アンケート調査及び外部機関の診断を受けて、平成29年度に改定し、

平成30年度に公開した。トップページはシンプルな構成とし、利用者サイドの視点から、「研究者

の方」「教育関係者の方」「一般利用者の方」の入口を設けて利便性の向上を図った。また、バナー

の表示方法の改定やスマートフォンへの対応等の改善、特別支援教育に関する情報は新しい内容に

改めた。 

インクルーシブ教育システム構築支援データベース（インクルDB）では、学校・地方公共団体向

けや保護者向けのQ&Aを１問１答式で掲載するほか、研究所の研究報告や関連リンクの掲載を行い、

情報発信の充実を図っている。新しいホームページについては、研修や研究所セミナー等を含めた

様々な情報発信の機会に積極的に紹介し、アンケートだけでは得られない率直な意見（例：研究所

の研究者を検索しやすくして欲しい）等を収集し、さらに利用しやすいように改善を図っている。 

・主務大臣から指摘のあった国際化の対応については、英語版特総研ジャーナルのNISE Bulletinを英

語版のホームページに掲載している。 
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○ハ ［研究所公開］について 

・毎年11月に研究所にて研究所公開を開催している。体験型展示や障害の疑似体験や研究成果等、実

生活や教育現場において有効な情報を紹介している。参加者からのアンケートでは、満足度の高い

結果を得られている。 

（研究公開参加者）  

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

参加者数 438 919 421 418 

（アンケートによる参加者の満足度） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

満足度 99.3% 89.5% 96% 97％ 

※「非常に満足」、「やや満足」の合計 

 

【中期計画】 

② 発達障害教育について、インターネットを通じて幅広い国民に情報提供の充実を図るとともに、

研究所が実施する研究や研修、関係機関と連携した取組を総合的に講じることにより、幼稚園、小・

中学校、高等学校等の教員や保護者の一層の理解を促進する。 

イ 幼稚園、小・中学校、高等学校等の教員、保護者、広く国民一般に対して発達障害教育に必要

な知識、発達障害に関する研修等で使用できる情報コンテンツ、理解啓発を促すようなコンテン

ツを充実し、ホームページから、情報提供を行う。 

ロ 発達障害教育に関する研究成果の普及や発達障害教育に係る指導者養成を通じて、発達障害に

係る理解促進を図る。また、厚生労働省の発達障害情報・支援センター及び都道府県等の特別支

援教育センターと連携して、関連情報の共有化と相互利用を推進し、より幅広く情報提供を行う。 

 

【実績】 

○ 発達障害者支援法の改正や社会における発達障害に対する関心の高まり、早期からライフステー

ジを通した切れ目ない支援の重要性等、発達障害に関する理解啓発や支援の充実等の必要性を踏ま

え、平成29年度より、従来の発達障害教育情報センターを発達障害教育推進センターに改組し、機

能を拡充した。インターネットによる情報提供の充実に加え、教員等の実践的な指導力の向上を図

る教育実践セミナーや、関係機関と連携した各地域における理解啓発の推進に重点を置いた取組を

新たに始めた。 

イ 利用者の利便性を考慮し、スマートフォンでも必要な情報を早く得ることができるようにホー

ムページのトップページの構成を見直した。「研修講義」については、これまで情報の少なかっ

た高等学校に関する講義を新たに加えた。また、より多くのユーザーに活用してもらうため、多

様なメディア機器でも閲覧できるようにYouTube化を進めた（現在13本が閲覧可能）。「イベント

情報」については、各都道府県・指定都市教育委員会及び教育センター等との連携により、利用

者ができるだけ身近な地域で研修等の機会が得られるように、公的機関等の主催、共催、後援で

実施が公開されている発達障害に関する研修や理解啓発イベントの実施要項について情報収集
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を行い、毎年、年間約100件の情報を掲載した。その他、研修事業や研修会、セミナー等の際に

コンテンツの活用方法についての紹介・周知を積極的に行った。 

   展示室については、見学対象者が中学生、高校生、大学生、保護者、企業関係者などに他職種

に広がってきており、発達障害に関する基本的な理解から具体的な指導・支援の手立てなど見学

者に応じた説明や展示方法を工夫した。特に、発達障害のある子供の困難さと支援の手立て等に

ついて体験的に学ぶことのできる心理的疑似体験のコーナーを充実させた。 

 

ロ 教員や教育委員会等の関係者に対し最新情報の提供や実践事例の報告、研究協議等を行い、発

達障害教育への理解推進と実践的な指導力の向上を図ることを目的として「発達障害教育実践セ

ミナー」を平成29年度より開催した。教育と福祉等の関係機関が連携し、切れ目ない地域支援体

制の構築を推進することを目的とした「発達障害地域理解啓発事業」を公募により年間３つの自

治体と協働で平成29年度、平成30年度に実施した。 

また、令和元年度には、家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクト報告を踏ま

え、国立特別支援教育総合研究所と国立障害者リハビリテーションセンターが、文部科学省、厚

生労働省と連携し、有識者、教育関係者、福祉関係者等による検討会議を設置し、発達障害者支

援に係る教員や福祉関係者が連携・協働して支援を行うために身につけるべき専門性を整理する

とともに、人材育成のための研修コアカリキュラム案を作成した。 

国立障害者リハビリテーションセンター発達障害情報・支援センターとの連携会議を定期的に

開催し、両者のウェブサイトからの情報発信について検討するとともに、「外国人保護者向けパン

フレット」や「初めて通級による指導を担当する教師のためのガイド」等の情報を両サイトから

共通に発信した。また、気づかれにくいといわれている自閉症スペクトラム障害（ＡＳＤ）の特

性のある小・中・高等学校の通常の学級に在籍する思春期の女子について、学校生活での気づき

と支援のポイントをまとめた「思春期女子の学校生活リーフレット（支援者向け）」を共同で作成

し、両サイトに掲載した（令和元年度）。 

 

【中期計画】 

③ 幼稚園、小・中学校、高等学校及び特別支援学校において、特別支援教育における支援機器等教

材を広く普及させるため、以下の取組を実施する。 

イ 研究所のｉライブラリー（教育支援機器等展示室）や発達障害教育推進センター教材・教具展

示室を計画的に整備するとともに、支援機器等に関する情報を特別支援教育教材ポータルサイト

に掲載し、ホームページ上で活用できるように情報提供する。 

ロ 支援機器等教材に関する研修会・展示会を毎年度、研究所セミナーや全国特別支援教育センタ

ー協議会において開催するとともに、教育委員会や教育センター等の協力を得て、地域における

研修会・展示会を毎年度４回開催する。 

 

【実績】 

○イ ［展示室及びポータルサイト］ 

・収集した情報を基に、ｉライブラリー（教育支援機器等展示室）や発達障害教育推進センター展示
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室を整備し、研究所訪問者への公開を行った。ｉライブラリー見学者総数は、平成28年度から令和

元年度にかけて、それぞれ625名、778名、263名、316名である。発達障害教育推進センター展示室

は、それぞれ931名、1,047名、557名、676名である。 

・ICT機器等の教育現場での活用を目指して、教室をモデルとした第２ｉライブラリーの整備と、機器

の貸出等を平成30年度より実施できるように整備を行った。支援機器等に関する情報は、特別支援

教育教材ポータルサイトに掲載し、インターネットを通じて情報提供を行った。令和２年３月末時

点で、760件の教材・支援機器と229件の実践事例を掲載している。 

 

○ロ ［支援機器等教材に関する研修会・展示会］ 

・教育支援機器等及び発達障害教育教材の展示会については、研究所セミナーの会場、全国特別支援

教育センター協議会、研究所公開で開催するとともに、教育委員会、教育センター等の協力を得て、

各地域での研修会やセミナーを活用した形で、平成28年度から令和元年度にかけて下記の地域で開

催した。この際、支援機器等や教材を実際に触れるような展示とするとともに、疑似体験を行う機

会も設定した。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

 

 

 

開催地 

開催日時 

 

 

神奈川県立総合教育 

センター（8月5日） 

埼玉県立総合教育 

センター（8月16日） 

兵庫県立特別支援教育

センター（9月23日） 

群馬県立総合教育 

センター（2月4日） 

大分県教育センター 

（6月28日） 

静岡県総合教育 

センター（7月5日） 

岩手県立総合教育 

センター（10月6日） 

青森県総合学校教育 

センター（11月24-25日） 

京都府総合教育 

センター（５月29日） 

山梨県総合教育 

センター（８月10日） 

長野県総合教育 

センター（10月16日） 

埼玉県教育委員会  

（11月18日） 

山梨県総合教育 

センター（８月８日） 

愛媛県総合教育 

センター（８月21日） 

静岡県教育委員会 

（8月23日） 

山形県教育庁（10月8日） 

 

 

【中期計画】 

④ これらの取組を通して、特別支援学校及び特別支援学級等以外の学校関係者に対する研究所の役

割や業務内容についての認知度を中期目標期間終了までに、50％以上とする。ハ 研究所公開を毎

年度開催し、施設等の公開・展示を通じて、特別支援教育の理解啓発を図る。 

 

【実績】 

○ 認知度向上の取組と認知度調査 

令和元年６月に研究所の認知度向上に取り組むことを意図した「総合的情報発信タスクフォース」

を所内横断的組織として立ち上げ、研究所の機能の紹介や研究成果を広く普及するためのチラシ・ポ

スター及びDVD等を作成した。 

認知度調査の予備調査は、令和元年９月に全ての都道府県教育委員会と、市区町村教育委員会（層

化抽出）、小・中・高等学校（層化抽出）合計 1,800機関へ 5,000通を郵送して実施した。調査票の発

送にあたり、上記の「総合的情報発信タスクフォース」が作成した研究所の事業案内（チラシ・ポス

ター）を同封（中学校については DVD を合わせて送付）し、アンケート調査の返送は令和元年 10 月
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31 日を〆切とした。実際には、〆切を過ぎた回答を合わせて集計し最終的に 1,267通（回収率 25％）

の回答があった。 

結果、特別支援教育関係者以外における研究所の役割等についての認知度は、77%であった。その

うち、通常学級の担任のみを抜き出すと、認知度は、70%であった。また、特別支援教育関係者以外

のうち、今回の調査の前から研究所を知っていたとの回答割合は67%であった。 

 

ハ ［研究所公開］について（再掲） 

・毎年11月に研究所にて研究所公開を開催している。体験型展示や障害の疑似体験や研究成果等、実

生活や教育現場において有効な情報を紹介している。参加者からのアンケートでは、満足度の高い

結果を得られている。 

（研究公開参加者）  

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

参加者数 438 919 421 418 

（アンケートによる参加者の満足度） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

満足度 99.3% 89.5% 96% 97％ 

※「非常に満足」、「やや満足」の合計 
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《中期目標》 

（３）関係団体等との連携による学校支援及び日本人学校への相談支援 

校長会、教育委員会、教育センター等関係団体と連携した学校への情報提供を充実し、効率的・効

果的な特別支援教育に関する情報の普及を図ること。また、要請に応じ講師派遣を行うなど、各都道

府県等における特別支援教育の施策推進を支援すること。 

日本人学校に対して、保護者も含めた関係者への情報発信を行うとともに、教育相談支援等を必要

に応じて行うこと。 

 

【指標】 

・各都道府県・市町村等への講師派遣を前中期目標期間に比して 25％以上増加させる（平成 23 年

度～平成 26 年度累計：1,340 人） 。 

・毎年度、海外赴任教員（管理職等） 研修会において、特別支援教育に関する情報提供を行うと

ともに、日本人学校に対し、特別支援教育に関する情報提供を定期的（年３回）に実施する。 

 

【中期計画】 

① 校長会や教育委員会、教育センター等との関係強化を図り、関係団体が主催する各種会議等を活

用して、効率的・効果的に特別支援教育に関する情報を普及する。また、世界自閉症啓発デーに対

応したシンポジウムなど、特別支援教育の関係機関や保護者団体等と連携した事業を実施する。 

 

【実績】 

○ 年度当初に各種園・学校長会等8機関、関係機関等5機関、全特長、全特協、全難言、全国特別支

援教育推進連盟、全国特別支援学校知的障害教育校PTA連合会に訪問し、今年度の事業説明等を行

った。また、定通高、全特長、全特協、全難言の総会及び理事会等に参加し、リーフレット等を配

付し情報普及を図った。「全特協全国研究協議会」「全国公立学校難聴・言語障害教育研究協議会」

「ブロックの特別支援学級設置学校長協議会」等の各地で開催された研究協議会に出席し、校長等

に研究成果や情報普及を行った。 

○ 生涯学習や障害スポーツの普及を目的に、平成29年度より特別支援学校「体育・スポーツ」実践

指導者協議会を全国特別支援学校校長会と連携を図りながら企画・運営をした。毎年、一定の参加

者があり、参加者のアンケート結果を見てみると、「有意義であった」「どちらかといえば有意義で

あった」の合計を見てみると、いずれの年度も高評価を得た。 

 

（参加者数） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

特別支援学校「体育・スポーツ」 

実践指導者協議会 

 47名 

 

40名 

 

45名 

 

（アンケートによる参加者の満足度） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

特別支援学校「体育・スポーツ」  99.9% 98.0% 100.0% 
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実践指導者協議会 

＊数値は「有意義であった」「どちらかといえば有意義であった」の合計 

 

○ 厚生労働省及び日本自閉症協会が主催する世界自閉症啓発デーシンポジウムに共催団体として参

画し、実行委員の他、当日もスタッフとして多くの職員が携わった。 

また、横須賀市において、横須賀市教育委員会との共催、筑波大学附属久里浜特別支援学校、横

須賀地区・自閉症児・者親の会等の協力により、「横須賀市児童生徒ふれあいフェスタ」（世界自閉

症啓発デーinよこすか）に関わるイベントを開催した。いずれも保護者や市民などが多数参加した。 

 

【中期計画】 

② 都道府県等教育委員会・特別支援教育センター等が実施する域内市区町村の特別支援教育担当者

への研修会等への講師の派遣や、大学教育への参画を通して、研究成果の普及や広報活動を計画的

に進める。都道府県・市町村等への講師派遣については、前中期目標期間に比して、25％以上増加

させる。 

 

【実績】 

○ 国、独立行政法人、都道府県、指定都市、市町村、大学等、学校長会・研究会等に対し、研究員

の派遣を行い、研究成果の普及及び収集した情報の提供を図った。また、大学教育への参画につい

ては、非常勤講師として大学からの依頼を受け、講義を実施した。このほか、大学からの依頼によ

る研究協議会・シンポジウムでの発表や、大学のセミナーにおける特別支援教育の最新の動向・モ

デル事業の紹介、（独）日本学生支援機構（JASSO）の障害学生支援専門テーマ別セミナーへの協力

等を実施した。 

     講師等の派遣実績 

派遣先種別 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

国、独立行政法人 15 14 24 32 

都道府県、政令指定都市 130 113 108 142 

市町村 30 45 53 75 

大学等 75 50 44 47 

校長会等 27 26 26 21 

学校、研究会等 162 183 175 122 

合計  439名  431名  430名  439名 

※25％以上（平成28年度～平成30年度430名・令和元年度～令和2年度435名以上） 

 

【中期計画】 

③ 日本人学校に対して、特別支援教育に関する情報提供を定期的（年３回）に実施し、保護者も含

めた関係者への情報発信を行うとともに、日本人学校の教員や保護者を対象に教育相談を実施し、

支援する。また、文部科学省と連携し、日本人学校等在外教育施設に赴任する教員（管理職等）の

研修会において、情報提供を行う。 
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【実績】 

○ 特別支援教育に関する最新情報、研究所の実施事業等に関する情報を「特総研だより」として６

月、11月、３月に、日本人学校へメールで配信した。また、平成30年度にリーフレット「障害のあ

るお子さんを連れて海外で生活するご家族へ」を作成し、海外子女教育振興財団及び海外子女教育

専門相談員連絡協議会等の関係機関に配布した。 

○ 海外子女教育振興財団や海外駐在員を派遣する企業と連携を図りながら、教育相談を以下の通り

実施した。また、訪問支援については、香港日本人学校に毎年１回、シンガポール日本人学校には

平成30年度と令和元年度に各１回行った。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 政府共催の日本人学校校長研究協議会に参加し、文部科学省や外務省と共に、特別支援教育に関

する情報提供を行うと同時に、日本人学校における特別支援教育に関する相談に応じた。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 文部科学省総合教育政策局教育改革・国際課が行っている日本人学校における教育課程実施状況

調査の中に特別支援教育に関する項目を加え、特別支援教育の実施状況を把握した。調査結果は「特

総研だより」および文部科学省主催の「在外教育施設派遣教師内定者等研修会」及び「日本人学校

校長会」で紹介した。 

○ 外務省が所管し海外駐在員派遣元企業の教育相談担当者等から成る海外子女教育専門相談員連絡

協議会へ出席し、当研究所の特別支援教育に関する情報提供等を行った。 

○ 令和元年度在外教育施設派遣教員内定者等研修会において、派遣予定教員及び校長、教頭を対象

に「特別支援教育総合研究所における在外教育施設に向けた支援」と題して講義を行った。 

○ 海外子女教育振興財団が主催する学校説明会・相談会（東京で開催）にブースを設け、帰国子女

の特別支援教育に関する相談と理解・啓発を行った。 

〇 令和元年度より、文部科学省総合教育政策局教育改革・国際課より「在外教育施設の高度グロー

バル人材育成拠点事業 （特別支援教育遠隔指導）「日本人学校における特別支援教育に関する遠隔

指導の実施に向けた実践的研究」の事業委託を受けた。海外子女教育振興財団と連携し、研究に取

り組んだ。 

 
総件数（件） 

保護者からの 

相談（件） 

日本人学校等か

らの相談（件） 

連携機関等から

の問合せ（件） 

平成 28年度 59 55 （１） ４ 

平成 29年度 65 50 ４ 11 

平成 30年度 72 56 ５ 11 

令和元年度 69 52 ６ 11 

 開催地区及び開催校 

平成 28年度 中南米地区：日本メキシコ学院日本コース 

平成 29年度 南西アジア･中東アフリカ地区：ヨハネスブルグ日本人学校 

平成 30年度 東アジア・大洋州地区：パース日本人学校 

令和元年度 南西アジア・中東・アフリカ地区：カイロ日本人学校 
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《中期目標》 

４．インクルーシブ教育システム推進センター設置によるインクルーシブ教育システム構築への寄与 

（１）インクルーシブ教育システムの構築に向けて地域が直面する課題の解決に資する研究の推進 

権利条約の批准を踏まえ、我が国においてインクルーシブ教育システムの構築が急務となっている

ことから、各都道府県・市町村がインクルーシブ教育システムを構築していく上で直面する課題につ

いて、その解決を図るための実践的な研究（以下「地域実践研究」という。）を、地域の参画を得て

推進すること。また、研究の成果を国及び各都道府県・市町村に提供すること。 

 

【指標】 

・地域実践研究の実施件数を中期目標期間終了までに、50 件以上とする。 

・地域実践研究において、地域におけるインクルーシブ教育システム構築への貢献度 90％以上を達

成する。 

【重要度：高】【難易度：高】 

権利条約の批准や「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成 25 年法律第 65 号。

以下「障害者差別解消法」という。）の施行を踏まえ、各地域におけるインクルーシブ教育システム

の構築へ向けた取組を強力に推進するものであり、重要度は高い。また、地域と協働する新たな取組

で、地域の実情に応じた様々な課題が想定され、難易度は高い。 

 

【中期計画】 

① 各都道府県・市町村がインクルーシブ教育システムを構築していく上で直面する課題について、

その解決を図るための実践的な研究（以下「地域実践研究」という。）を、都道府県等教育委員会

から派遣される地域実践研究員の参画を得て、地域と協力して推進する。 

地域実践研究は、中期目標期間終了までに、50件以上実施し、地域におけるインクルーシブ教育

システム構築への貢献度（研究計画で示された地域の課題の改善実績）90％以上を目標とする。 

 

【実績】 

◯ インクルーシブ教育システムの構築に向けて、地域や学校が抱える課題を本研究所と教育委員会

が協働して地域実践研究に取り組んできた。教育委員会は、地域実践研究のサブテーマから地域の

課題や実情に応じたテーマを選択し、サブテーマごとに研究所の研究員、教育委員会から派遣され

た地域実践研究員による研究グループを組織して研究活動を推進してきた。地域実践研究員を１年

間派遣する長期派遣型に加えて、教育委員会からの要望を踏まえ、平成29年度より研究所への派遣

が年３回各２日間のみで、通常は地元において研究を行う短期派遣型を導入した。また、それぞれ

の地域の実情や特色、課題に応じた取組を進めていくために、都道府県及び指定都市教育委員会に

加え平成30年度から市区町村教育委員会からの派遣を可能とした。 

 

メインテーマとサブテーマ及び指定研究協力地域（参画自治体）は以下のとおりである。 

メインテーマ１：インクルーシブ教育システムの構築に向けた体制整備に関する研究 

サブテーマ：地域におけるインクルーシブ教育システム構築に関する研究 
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  平成28年度：青森県 

平成29年度：奈良県、和歌山県、神奈川県、高知県 

サブテーマ：インクルーシブ教育システム構築に向けた研修に関する研究 

平成28年度：埼玉県 

平成29年度：青森県、埼玉県、千葉県、相模原市、新潟市、神戸市 

サブテーマ：教育相談・就学先決定に関する研究 

平成30年度：長野県 

令和元年度：長野県 

 サブテーマ：インクルーシブ教育システムの理解啓発に関する研究 

  平成30年度：青森県、埼玉県、静岡県、釜石市、宮城県、鹿沼市、兵庫県、島根県 

  令和元年度：青森県、埼玉県、釜石市、鹿沼市、藤枝市、田原市、兵庫県 

メインテーマ２：インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育に関する実際的研究 

サブテーマ：交流及び共同学習の推進に関する研究 

平成28年度：静岡県 

平成29年度：静岡県、相模原市 

 サブテーマ：教材教具の活用と評価に関する研究 

平成28年度：神奈川県 

平成29年度：長野県 

 サブテーマ：多様な教育的ニーズに対応できる学校づくりに関する研究 

  平成30年度：静岡県、横須賀市、奈良県 

  令和元年度：静岡県、横須賀市 

 サブテーマ：学校における合理的配慮及び基礎的環境整備に関する研究 

  平成30年度：和歌山県、富士見市 

令和元年度：静岡県、御嵩町 

以上、各年度における参画自治体との協働で推進してきた地域実践研究の件数は、平成28年度：４

件、平成29年度：13件、平成30年度：14件、令和元年度：15件 計46件である。 

なお、令和２年度に予定している研究協力地域（参画自治体）は 11 県市（12 件）の予定であり、

中期目標期間終了までに、58件を実施する予定である。 

 

○ 毎年度、地域実践研究員の派遣元教育委員会を対象として、地域におけるインクルーシブ教育シ

ステム構築への貢献度に関わる調査を実施し、全ての教育委員会より「地域実践研究に参画して、

期待通り計画通りの成果が得られた」及び「地域実践研究への参画は、県・市のインクルーシブ教

育システムの構築に役立った」との回答を得た。（地域におけるインクルーシブ教育システム構築

への貢献度100％） 

 

【中期計画】 

② 地域実践研究の研究成果については、国や各都道府県、市町村、学校等に提供するとともに、地

域における報告会や協議会の開催、講師派遣等を通じて、広く一般にも普及を図る。 
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【実績】 

○ 地域実践研究の研究成果は、「地域実践研究事業報告書」としてまとめ、国や各都道府県・市町村

教育委員会、学校等に広く提供し、成果の普及と活用を図った。 

また、地域実践研究に参画した地域において、地域実践研究フォーラム及び研修会等を実施し、

得られた成果を提供している。各年度における開催地域数と参加者数は以下のとおりである。 

 

平成28年度：４地域 340名 

平成29年度：８地域 1,200名 

平成30年度：７地域 1,100名 

令和元年度：５地域 770名 

 

これら各地における地域実践研究フォーラムにおいては、幼稚園、保育所、認定こども園、小学校、

中学校、高等学校、特別支援学校の教職員など、さまざまな校種の教職員を始めとして、県市町村教

育委員会の職員、関係機関からの参加も多くみられた。参加者からは、校内で報告し教職員と情報を

共有する、地域の取組に活かしていきたい、といった今後の拡がりが期待される意見が多く寄せられ

た。 

 

○ 研究所セミナー（平成30年２月開催）において、平成29年度終了の４課題の地域実践研究の中か

ら、インクルーシブ教育システム構築に向けた研修に関する研究と交流及び共同学習の推進に関す

る研究の２テーマを取りあげ、取組と成果、今後の展望について報告し、地域実践研究について広

く普及を図った。併せて、地域実践研究の成果を活かし、地域の実情に合わせた取組を推進してい

くことの大切さを、質疑応答や討論を通して参加者と共有した。 

 

【中期計画】 

③ インクルーシブ教育システムの構築に関する理解啓発や研究所のインクルーシブ教育システム

推進センターの活動等を広報するため、センターのホームページの開設やパンフレットの作成・配

布等を行う。 

 

【実績】 

○ ホームページについては、インクルーシブ教育システムの構築やインクルーシブ教育システム推

進センターの取組について、適宜更新を行い、周知を図った。また、インクルーシブ教育システム

推進センターの活動等の広報のため、都道府県・指定都市・市区町村教育委員会や教育センター等

へ年報やパンフレットを配布した。このほか、研究所メールマガジンでの活動紹介、都道府県・市

町村教育委員会を訪問して取組の説明を行う等、インクルーシブ教育システム推進センターの活動

等の広報に努めた。 

 

〇 インクルーシブ教育システムの構築に関する理解啓発やインクルーシブ教育システム推進センタ

ーの活動等を広報するため、開催地域の教育委員会と共催し、「インクルーシブ教育システム普及
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セミナー」を以下のとおり開催した。     

平成28年度：北海道・東北地区 

平成29年度：九州・沖縄地区、中国・四国地区 

平成30年度：近畿地区 

令和元年度：中部地区 

各地区のセミナーでは、第１部はインクルーシブ教育システムに関するミニ講座のほか、地域実践

研究、国際動向調査、インクルDBの活用等、インクルーシブ教育システム推進センターの活動報告、

第２部は各地域におけるインクルーシブ教育システム構築の取組等について、小学校、大学、教育委

員会等から報告を行い、インクルーシブ教育システムの普及を図った。 

 開催地域における取組の報告や参加者の感想は、インクルーシブ教育システム構築に向けた地域の

実情に合わせた取組の進展がうかがえるものであった。また、平成28年度に実施した北海道において

は、平成29年度以降毎年度、北海道立特別支援教育センターが主催し、普及セミナーを開催するなど、

地域において着実な普及の取組がみられた。 
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《中期目標》 

（２）権利条約の批准を踏まえた国際的動向の把握と海外の研究機関との研究交流の推進 

我が国におけるインクルーシブ教育システムの構築に資するため、諸外国のインクルーシブ教育シ

ステム構築の動向を把握し、公表すること。 

また、海外の特別支援教育の研究機関との交流を図り、研究の充実を図るとともに、国際的なシン

ポジウム等を開催し、広く情報の普及を図ること。 

 

【指標】 

・毎年度、諸外国のインクルーシブ教育システム構築の動向を把握し、普及を図るとともに、海外

の研究機関とのシンポジウム等を定期的に開催する。 

 

【中期計画】 

① 諸外国のインクルーシブ教育システムの構築に係る最新動向を計画的に把握し、公表する。 

 

【実績】 

○ 諸外国のインクルーシブ教育システムの構築に係る最新動向について、平成28～30年度は客員研

究員、令和元年度からは特任研究員を含む国別調査班によって、アメリカ、イギリス、韓国、オー

ストラリア、フィンランド、スウェーデン等について以下の基本情報を把握した。 

（１）基本情報（面積、人口、国民一人当たりのGDP） 

（２）学校教育に関する基本情報 

①学校教育に関する法令 ②近年の教育施策の動向 ③教育システム（教育行政のシステム、学校

教育の構造、義務教育の年限、学校教育の ④通常の学校教育カリキュラムと特別支援教育課離宮

ラム年間スケジュール、教育課程の基準、教科書等）⑤学校教育システム（各学校、児童数、学校

数、学級サイズ、教員数）⑥特別な教育・支援を受ける対象となる子供子どもの分類 ⑦障害のあ

る子供子どもの教育の場 ⑧障害のある子供の就学手続き ⑨教員養成・免許の制度 ⑩現職教員

研修に関する取組 ⑪障害や特別な教育的ニーズのある子供についての理解啓発 ⑫通常の学級

における障害や特別な教育的ニーズのある子供への指導体制 ⑬日本における「発達障害」にあた

る子供子どもの教育的処遇対応 ⑭障害のある外国人の子供の教育的処遇 ⑮日本における「放課

後デイサービス」にあたる福祉サービス ⑯遠隔教育の状況通常教育及び障害のある子どもの教育

課程 

 

○ 把握した海外情報については、特総研ジャーナルに「諸外国における障害のある子どもの教育」

等のタイトルで報告した。また、平成30年度、令和元年度においては、小冊子「諸外国におけるイ

ンクルーシブ教育システムに関する動向」に、「近年のインクルーシブ教育システムに関する施策

の動向」の他、「障害のある子どもの学びの場」「障害のある子どもの教育課程」「障害のある子ど

もについての理解啓発」等のいくつかの項目を取り上げて、各国の特徴をまとめるとともに、出張

による調査結果や所内学習会で得られた情報についても掲載した。小冊子は、研究所で開催した各

セミナー等での配布をはじめ各都道府県・指定都市教育委員会、小中学校・高等学校・特別支援学
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校の関係機関等広く配布し、情報の提供を図った。 

また、各期の特別支援教育専門研修において、「諸外国における障害のある子供の教育」として、

障害者の権利に関する条約、諸外国のインクルーシブ教育の動向と状況などについて、最新の調査

を踏まえた講義を行った。このほか、「インクルーシブ教育システム普及セミナー」において、国

際情報として、各国の障害者の権利に関する条約の署名･批准の状況、インクルーシブ教育システ

ム構築のアプローチの分類、障害のある子どもの教育の場などについて紹介した。これらの講義や

情報提供は、受講者や参加者にとっては、我が国と諸外国を比較し、教育実践を振り返り、学びの

機会となった。 

 

【中期計画】 

② 海外の特別支援教育の研究機関からの研究員の受入れや研究職員の派遣等を行い、研究交流の促

進及び研究の充実を図るとともに、特別支援教育に関する国際シンポジウム等を定期的に開催し、

広く教育関係者や一般国民への情報の普及を図る。また、海外からの視察・見学を積極的に受け入

れる。 

 

【実績】 

○ インクルーシブ教育システムの構築に関する最新動向を収集することを目的として、イギリスの

リーズ大学教育学部に２ヶ月間（平成28年10月～12月、平成29年10月～12月）、Visiting Academics

として研究職員１名を派遣した。リーズ大学の先生方との研究交流の他、イギリスの学校視察や国

際学会での研究発表等を行った。 

また、韓国国立特殊教育院（KNISE）との研究交流の促進と情報交換を行うことを目的に、平成

28年度、平成29年度に研究職員１名を派遣し、KNISEからも研究士が来所した。平成29年11月から

は、KNISEが刊行する季刊誌への投稿、平成30年度、令和元年度には、KNISE開催の国際セミナーで

の日本の特別支援教育の報告、令和元年度からは、KNISEがすすめる共同研究「教育課程に係る研

究」への参画などを進めた。これらの研究交流を踏まえ、令和元年度７月には、研究交流協定に関

する覚書の更新を行った。 

  

○ 海外の特別支援教育に関する施策や実際の取組について広く情報提供することを目的として、

NISE特別支援教育国際シンポジウムを開催した。以下は、テーマと招聘者及び参加者数である。 

・平成28年度：「発達障害教育について学ぶーアメリカ、イギリスの教育実践から学ぶ－」 

アメリカ・マサチューセッツ州カーライル小学校特別支援教師、イギリス・リーズ大学教育学部

准教授、横浜市立齋藤分小学校校長 359名参加 

 ・平成29年度：「インクルーシブ教育システムの推進：日英の取組の現状から、今後を展望する」 

イギリス・リーズ大学客員教授 227名 

・平成30年度：「障害のある子どもと障害のない子どもの交流をめざして－日韓の取組から今後の

インクルーシブ教育システム推進を展望する－」韓国・KNISE研究士、小学校教師 190名 

・令和元年度：「子どもの学習のつまずきに速やかに対応する取組 ─フィンランドの教育実践から

今後を展望する─」フィンランド・国家教育委員会教育カウンセラー 351名 
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これらのNISE特別支援教育国際シンポジウムでは、幼稚園、小・中・高等学校、 特別支援学校

等の教員、教育・福祉・行政機関の関係者等に参加いただき、参加者からは高い満足度が得られて

いる。（平成29年度アンケート：シンポジウムの内容について、満足42.4％、おおむね満足50.8％、 

平成30年度アンケート：シンポジウムの内容について、満足40.3％、おおむね満足 52.4％、令和 

元年度アンケート：シンポジウムの内容について、満足47.8％、おおむね満足38.2％と回答） 

  

○ JICA研修プログラムによる視察を始めとして以下の視察・見学者を受け入れ、日本における特別

支援教育の制度、インクルーシブ教育システム構築に向けた取組、研修課題のテーマに関する講義

等を行った。また、教育行政や学校教育システム、障害のある子どもの教育の場などについて、情

報を交換した。 

 ・平成28年度：24カ国 120名 

 ・平成29年度：29カ国 164名 

・平成30年度：17カ国 98名 

・令和元年度：22カ国 124名 
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《中期目標》 

（３）インクルーシブ教育システムの構築に向けて、都道府県・市町村・学校が直面する課題の解決 

に資する情報発信・相談支援の充実 

インクルーシブ教育システムの構築に向けて、各都道府県・市町村・学校が直面する課題の解決に

資するため、インクルーシブ教育システム構築支援データベースの充実を図るとともに、教育相談情

報提供システムと一体的に運用し利便性の向上に努めること。その際、障害者差別解消法の趣旨を踏

まえ、「『合理的配慮』実践事例データベース」については合意形成のプロセスを含む事例とするほか、

一見して取組内容が分かる概要を作成するなど、閲覧者の利便性向上のため一層の工夫を行うこと。 

また、インクルーシブ教育システムの構築（障害者差別解消法への対応を含む。） に係る各都道府

県・市町村・学校からの相談に対する支援の充実を図ること。相談内容については、国における政策

立案にも資するよう、関係者のプライバシーに配慮しつつ、国にも提供すること。 

 

【指標】 

・インクルーシブ教育システム構築支援データベースの活用について、登録件数を中期目標期間終

了までに 500 件以上とする（平成 26 年４月～ 平成 28 年１月末現在事例登録件数：133 件） 。 

【優先度：高】 

インクルーシブ教育システムの構築に向けて、各都道府県・市町村・学校が直面する課題の解決に

資する情報提供を充実していくもので、優先度は高い。 

 

【中期計画】 

① インクルーシブ教育システム構築支援データベースについて、計画的に実践事例の充実を図ると

ともに、障害者差別解消法の趣旨を踏まえ、合意形成のプロセスを含む事例とする。実践事例の登

録件数については、中期目標期間終了までに500件以上とする。 

また、閲覧者の利便性向上のため、教育相談情報提供システムと一体的に運用するとともに、取

組内容や活用方法が分かる概要を作成するなど、分かりやすさや見やすさを考慮した工夫を行う。 

 

【実績】 

◯ インクルーシブ教育システム構築支援データベース（インクルDB）について、令和元年度末段階

での掲載事例は472件である。データベースに掲載している事例は、文部科学省委託事業（平成25

～27年度）「インクルーシブ教育システム構築モデル事業」の他、令和元年度より文部科学省委託

事業（平成30年度～）「発達障害の可能性のある児童生徒の多様な特性に応じた合理的配慮研究事

業」において取り組んだ実践事例であり、合意形成のプロセスを含む事例である。 

 

◯ 閲覧者の利便性向上を図るため、実践事例の取組内容や活用方法を分かりやすくまとめた概要版

を作成し、平成30年９月からHPに掲載するとともに検索方法を掲載した。各年間事例ダウンロード

数は、平成29年度 17,512件、平成30年度 24,483件、令和元年度 31,736件であり、年を追う毎

に増加した。 

また、「学校における交流及び共同学習の推進について～「心のバリアフリー」の実現に向けて～」
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（平成30年２月２日心のバリアフリー学習推進会議）における「今後の推進方策」としてあげられ

た「（独）国立特別支援教育総合研究所のホームページ等において、教職員等が活用しやすいよう、

交流及び共同学習の実践事例等を充実」との提言に基づき、交流及び共同学習に関する資料や実践

事例の掲載を進めている。 

 

◯ 幼稚園、小・中・高等学校等の関係者への周知を図るため、チラシを作成し、広く配布（平成30

年度・令和元年度 各10,000部）するとともに、インクルーシブ教育システム普及セミナー、研究

所公開、研究所セミナー等において、インクルDB紹介コーナーを設け、インクルDBの情報提供を行

った。 

 

【中期計画】 

② 各都道府県・市町村・学校からのインクルーシブ教育システムの構築に係る相談に対応するとと

もに、必要に応じて、研修会等への講師派遣を行う。また、相談内容については、国における政策

立案にも資するよう、関係者のプライバシーに配慮しつつ、国に提供する。 

 

【実績】 

◯ 平成29年２月に、インクルDBの中に「相談コーナー」を設け、都道府県・市区町村又は学校から

の「インクルーシブ教育システム構築」に関する相談の受付を開始し、相談に応じている。相談コ

ーナーについては、チラシや普及セミナー等において周知した。また、相談内容と回答の概略は国

に提供した。 

インクルーシブ教育システムの構築に係る研修内容・方法の相談にも応じてきたが、インクルDB

を活用した研修例についてホームページに掲載し、利便性や教育センター等における研修での活用

を図った。 
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《中期目標》 

Ⅳ 業務運営の効率化に関する事項 

 

１．業務改善の取組 

運営費交付金を充当して行う業務については、事業の重点化、管理部門の簡素化、効率的な運営体

制の確保、個々の業務の予算管理の徹底、調達等合理化の取組等により業務運営コストの縮減を図る

こと。 

中期目標期間中、退職手当、特殊要因経費を除き、毎事業年度につき、対前年度比一般管理費３％

以上、業務経費１％以上の業務の効率化を図ること。 

 

【中期計画】 

１．業務改善の取組 

運営費交付金を充当して行う業務については、事業の重点化、管理部門の簡素化、効率的な運営体 

制の確保、個々の業務の予算管理の徹底、調達等合理化の取組等により業務運営コストの縮減を図る

こととし、経費縮減の余地がないか自己評価を厳格に行ったうえで、適切に見直しを行う。 

退職手当、特殊要因経費を除き、毎事業年度において、対前年度比で管理経費（人件費含）３％以 

上、業務経費（人件費含）１％以上の業務の効率化を図る。 

また、契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年5 

月25日総務大臣決定）に基づき、毎年度研究所の調達等合理化計画を策定・公表し自己評価する取組

を着実に実施することにより、調達等の合理化を推進し、業務運営の効率化を図る。 

 

【実績】 

（平成28年度） 

 ○ 当研究所では、総予算額の２％程度の理事長裁量経費を設け、機動的・弾力的に運用している。

平成28年度では、理事長裁量経費により、重点的に取り組むべき事項に関係する事業（新たな前

向きの取組）を職員からの提案を募集し、実施する事業を決定し、予算措置を行った。また、平

成27年度より引き続き、会計システムによる個々の予算管理の実施、旅費等の支払通知の電子メ

ールか、所内各種会議におけるタブレット端末の活用等により、ペーパーレス化を推進し、コピ

ー用紙及び印刷代の削減に努め、業務運営コストの縮減に努めた。 

 ○ 独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、「研究活動」、「研修事業」、「情報普及活動」、「インク

ルーシブ教育システム構築推進事業」の業務ごと及び「一般管理費」に予算及び支出実績を管理

する体制を構築したが、対前年度比の効率化は管理経費で△1.4％、業務で0.5％に留まった。 

（平成29年度） 

○ 事業の重点化 

・ 発達障害者支援法の改正等、発達障害に関する理解啓発や支援の充実等の必要性を踏まえ、

平成29年４月より発達障害教育推進センターを設置【再掲】し、予算の重点配分を行った。 

・ 総予算額の２％程度の理事長裁量経費を設け、重点的に取り組むべき事項に関係する事業（新

たな前向きの取組）について職員からの提案を募集し、予算措置を行った（例：地域における研
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究成果の普及のための地域実践研究フォーラムの開催）。 

○ 管理部門の簡素化 

・ 平成29年４月より、管理部門である総務部について、３課２室12係から３課１室８係体制に

簡素化するとともに、係間の業務分担を見直し、効率化を図った。 

○ 予算管理 

・ 予算管理の徹底を図るため、四半期ごとに予算執行状況を把握するとともに、第３四半期に

予算執行状況を踏まえたうえで、予算の有効活用を図るため補正予算の編成を行った。また、

職員に対して、研究所の予算の状況と今後について(９月)、所内予算の補正について(12月)、

平成30年度の予算について(１月）の説明会を開催し、予算管理や経費削減等についての周知

を図った。 

○ 業務運営コストの縮減 

・ 複合機の契約について、賃貸借、メンテナンス、トナーを別々に契約していたものを情報出入力

に関するサービスを一体として調達することにより、これらに要する費用を前年に比べて737千円削

減した。このほか、所内会議での節電の要請、会計システムによる個々の予算管理の実施、旅費等

の支払通知の電子メール化、所内各種会議におけるタブレット端末の活用等によるペーパーレス化

を推進し、業務運営コストを縮減するための活動を継続している。 

管理経費は対前年度比13.1％の減、業務経費は対前年度比8.0％の減となった。 

この執行額の減の主な要因は、業務改善の取り組みによるもののほか、講義配信システムに

ついて現在の運用状況を見ながら必要な機能について併せて検討し、平成30年度に改修するこ

ととし繰り越したこと、また、平成28年度は、損益計算書を基に算出していたが、他の独立行

政法人と同様に決算報告書を基に算出することに改めたことによる。 

（平成30年度） 

○ 事業の重点化 

中期目標に基づく中期計画及び年度計画等に定める活動を推進するため「平成30年度予算編成

方針」を策定し、平成30年度新規事項「教職員の専門性向上等に向けた幼児期から高等学校段階

まで一貫した地域支援事業（チーム・特別支援）」に加え、次の方針に基づき予算編成を行い、事

業の重点化を図った。 

１ 研究の推進 

研究の充実を図るため、研究員の研究能力の向上や必要な設備備品等の整備などに資する予算

を確保する。 

特に基幹研究（横断的研究）及び地域実践研究を重視した予算編成を行うものとする。 

２ 研修の充実 

研修生の研修環境を向上させるため予算を確保する。 

また、ウェブサイトを活用した教職員の資質向上に資する予算を確保する。 

３ 安全対策等の強化 

研修生、職員等の安全性向上に資する予算を確保する。 

また、業務のアウトソーシング等を図り、職員の労働環境の改善を図るための予算編成を行う

ものとする。 
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○ 管理部門の簡素化 

    平成30年４月より、管理部門である総務部について、３課１室８係から３課２室８係体制に

見直し、意思決定の迅速化を図った。 

○ 予算管理 

    予算管理の徹底を図るため、四半期ごとに予算執行状況を把握するとともに、第３四半期に

予算執行状況を踏まえたうえで、予算の有効活用を図るため補正予算の編成を行い、中期計画、

年度計画に即した適切な執行に努めた。また、職員に対して、平成30年度の業務に関する全体

説明会(４月)、平成30年度補正予算及び平成31年度当初予算等説明会(11月)を開催し、予算管

理や経費削減等についての周知を図った。 

○ 業務運営コストの縮減 

複合機の契約について、賃貸借、メンテナンス、トナーを別々に契約していたものを情報出

入力に関するサービスを一体として調達することにより、これらに要する費用を前年に比べて

605千円削減した。このほか、会計システムによる個々の予算管理の実施、旅費等の支払通知

の電子メール化、所内各種会議におけるタブレット端末の活用等によるペーパーレス化を推進

し、コピー用紙及び印刷代の削減に努め、業務運営コストを縮減するための活動を継続してい

る。 

また、東京事務所（学術総合センター）を平成30年3月末に廃止し、年間約1,000千円（平成

29年度実績）の削減となった。 

○ 管理経費３％以上、業務経費１％以上の業務の効率化 

平成28年度の業務の実績に関する評価において「一般管理費及び業務経費ともに削減率を達

成できなかったことから予算管理体制をより一層整備し、目標達成に資する。」との指摘を受

けた。そのため、上記の事業の重点化、予算管理体制の整備や業務運営コストの削減などに取

り組んだ。その結果、平成30年度は、退職手当及び特殊要因経費を除き、管理経費は対前年度

比2.2％の減、業務経費は対前年度比13.4％の減となり、管理経費の業務の効率化３％減は達

成できなかった。しかし、総合計では対前年度932百万円から828百万と11.1％減となった。主

な要因は、上述のとおり業務改善の取り組みによるもののほか、危険性が指摘された間知石擁

壁等を修繕する必要が生じたため、平成30年度事業を徹底的に節約し翌年度に修繕工事を実施

することとしたものである。 

（令和元年度） 

○ 事業の重点化 

中期目標に基づく中期計画及び年度計画等に定める活動を推進するため「2019年度予算編成方

針」を策定し、令和元年度新規事項「発達障害に係る教員・支援人材専門性向上に係る検討会議

の設置」に加え、次の方針に基づき予算編成を行い、事業の重点化を図った。 

１ 研究の推進 

障害のある子供一人一人の教育的ニーズに対応した教育の実現に貢献するため、研究の推進

のみならず、教育委員会、特別支援学校、小学校・中学校、高等学校等への研究成果の普及にも

配慮した予算編成を行う。 

２ 研修の充実 
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政策課題や教育現場のニーズに応え、各都道府県において研修成果の普及が図られるよう指

導者養成研修の充実を図るとともに、特別支援教育に関わる教員全体の資質向上に資するため、

新学習指導要領に対応した講義配信コンテンツの充実を図るための予算を確保する。 

３ 安全対策等の強化 

研修員、職員等の安全を確保するため、異常気象、地震等の自然災害に備え、保有施設の強

靭化に資する予算を確保する。 

○ 管理部門の簡素化 

    平成30年度に引き続き、管理部門である総務部について、３課２室８係体制のもと意思決定

の迅速化を図った。 

○ 予算管理 

    予算管理の徹底を図るため、四半期ごとに予算執行状況を把握するとともに、第３四半期に

予算執行状況を踏まえたうえで、予算の有効活用を図るべく補正予算の編成を行い、中期計画、

年度計画に即した適切な執行に努めた。また、令和元年12月3日付「令和元年度予算の執行に

ついて」を所内に通知、予算管理や経費削減等についての周知を図った。 

 

（平成28年度～令和元年度） 

○  「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21 年閣議決定）に基づき、平成

21年12月に契約監視委員会（両監事及び公認会計士２名、計４名で組織）を設置し、毎年度２回

にわたり委員会を開催し、契約状況の点検・見直しを行った。 

 契約については、原則は一般競争入札であることを踏まえ、競争性のある契約は全て一般競争

入札、企画競争又は公募により実施した。なお、令和元年度までの継続する契約で、随意契約に

ならざるを得ないものは都市ガス及び水道のみであるとしてきたが、令和２年度分の調達から都

市ガスを入札により調達するよう計画した。 

また、入札公告は、国の基準に準じて公告期間を20日以上（政府調達協定の対象となるものは

原則50日以上）確保するとともに、仕様書も併せてウェブサイトに掲載することにより、多くの

者が公告を閲覧、入札に参加できるよう、入札参加者の増を図るための取組を行っている。 

さらに、一般競争入札等による調達が予定されると判明した段階で、調達予定情報として調達

予定件名、選定の方式及び入札公告予定時期をウェブサイトで四半期毎に公表し多くの者が契約

に関する情報を閲覧できるように情報提供を行った。 

○ 独立行政法人改革等に関する基本的な方針等への対応 

・ 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）（以下、「基本

方針」という。）を踏まえ、当研究所の保有資産である東・西研修員宿泊棟の必要性、利用促

進に向けた取組と稼働率の向上及び自己収入の拡大を検討する組織として、理事長の下に「宿

泊研修施設の活用に関する検討会」を設置し、検討を開始した。令和元年度は、宿泊施設の利

用料金の見直しに関する検討を行った。 

・ また、当研究所、独立行政法人国立青少年教育振興機構、独立行政法人国立女性教育会館、

独立行政法人教職員支援機構の４法人が、効果的・効率的な業務運営のために間接業務等を

共同で実施すべく、４法人間の連携を推進する場として設置した「間接業務等の共同実施に
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関する協議会」において、平成26 年７月に報告書をとりまとめ、文部科学省に報告した。 

当研究所は、共同調達部会の主担当法人として、共同調達に関する協定書のとりまとめの

中心的役割を担い、現在までのところ、蛍光管、事務用品（ドッチファイル等）、電気供給の

調達に係る入札手続き、電子書籍、古紙溶解、非常食の共同調達を実施している。 
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《中期目標》 

２．予算執行の効率化 

独立行政法人会計基準の改訂等により、運営費交付金の会計処理として、業務達成基準による収益

化が原則とされたことを踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築するこ

と。 

 

【中期計画】 

２．予算執行の効率化 

独立行政法人会計基準の改訂等により、運営費交付金の会計処理として、業務達成基準による収益 

化が原則とされたことを踏まえ、中期目標の業務に応じて「研究活動」、「研修事業」、「情報普及活動」、

「インクルーシブ教育システム構築推進事業」の業務ごとに予算と支出実績を管理する体制を構築・

運用する。 

 

【実績】 

平成28年度 

 ○ 独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、当研究所においても業務達成よる運営費交付金の収

益化を行い、「研究活動」、「研修事業」、「情報普及活動」、「インクルーシブ教育システム構築推進

事業」の業務ごとに予算及び支出実績を管理する体制を構築した。 

平成29年度 

○ 独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、当研究所においても業務達成基準による運営費交付

金の収益化を行い、「研究活動」、「研修事業」、「情報普及活動」、「インクルーシブ教育システム

構築推進事業」の業務ごとに予算及び支出実績を管理するため、四半期ごとに予算執行状況を把

握した。 

また、予算執行管理体制を一層強化するため、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所予算

規程を定め、予算責任者を指名して責任体制を明確化すること等により、予算と支出実績を管理

する体制の強化を図った。 

平成30年度 

 ○ 独立行政法人特別支援教育総合研究所運営費交付金取扱規程に、業務達成基準による運営費交

付金の債務の適切な収益化、使途の特定等に関して明確化するとともに、独立行政法人国立特別

支援教育総合研究所予算規程において、予算責任者を指名して責任体制を明確化すること等によ

り、予算と支出実績を管理する体制を構築・運用した。 

平成30年度においても中期目標の業務に応じた「研究活動」、「研修事業」、「情報普及活動」、「イ

ンクルーシブ教育システム構築推進事業」の業務ごとに予算及び支出実績を管理し、四半期ごと

に予算執行状況を把握し収益化を行った。 

令和元年度 

○ 独立行政法人特別支援教育総合研究所運営費交付金取扱規程に、業務達成基準による運営費交

付金の債務の適切な収益化、使途の特定等に関して明確化するとともに、独立行政法人国立特別

支援教育総合研究所予算規程において、予算責任者を指名して責任体制を明確化すること等によ
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り、継続して予算と支出実績を管理する体制を強化した。 

令和元年度においても中期目標の業務に応じた「研究活動」、「研修事業」、「情報普及活動」、「イ

ンクルーシブ教育システム構築推進事業」の業務ごとに予算及び支出実績を管理し、四半期ごと

の予算執行状況を把握した。 
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《中期目標》 

３．間接業務等の共同実施 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12 月24日閣議決定。以下「基本方針」と

いう。）を踏まえ、研究所、国立女性教育会館、教職員支援機構、国立青少年教育振興機構の４法人

は、効果的・効率的な業務運営のために間接業務等を共同で実施し、中期目標期間中に15業務以上の

実施について検討するとともに、その取組を一層推進する。 

 

【中期計画】 

３．間接業務等の共同実施 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定。以下「基本方針」と 

いう。）を踏まえ、研究所、国立女性教育会館、教職員支援機構、国立青少年教育振興機構の４法人

で組織した「間接業務等の共同実施に関する協議会」の報告（平成26年７月）に基づき、共同実施す

ることとした15種の業務（「物品」、「間接事務」及び「職員研修」）を着実に実施する。さらに、費用

対効果等の検証を行いつつ、これ以上の共同実施の取組を一層推進するよう検討を進める。 

 

【実績】 

○ 基本方針を踏まえ、当研究所、独立行政法人国立青少年教育振興機構、独立行政法人国立女性教

育会館及び独立行政法人教職員支援機構の４法人で「物品の共同調達」、「間接事務の共同実施」、「職

員研修の共同実施」、「職員研修の共同実施」について以下の業務を共同で行った。 

（ア）物品の共同調達 

  以下の品目について共同調達を実施した。 

①蛍光灯【平成28年度～】 

②事務用品（ドッチファイル等）【平成28年度～】 

③電気供給の調達に係る入札手続き【平成29年度～】 

 ④電子書籍【平成29年度～】 

 ⑤古紙融解【平成29年度～】 

 ⑥非常食の調達【平成30年度～】 

 

（イ）間接事務の共同実施 

  以下の業務について共同で実施した。 

  ⑦予定価格作成に係る積算【平成28年度～】 

  ⑧会計事務等の内部監査【平成28年度～】 

  ⑨宿泊研修施設利用者の相互受入【平成28年度～】 

  ⑩国立大学法人等職員採用合同説明会の共同運営及び採用広報の相互協力【平成29年度～】 

 

（ウ）職員研修の共同実施 

  以下の職員研修について共同で実施した。 

  ⑪新人研修【平成28年度～】 
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  ⑫独立行政法人制度（法律、評価、会計等）研修【平成28年度～】 

  ⑬人事制度（労働法、ハラスメント防止、安全衛生管理）研修【平成28年度～】 

  ⑭評価階層別研修（管理職、中堅、初任）【平成28年度～】 

  ⑮その他の研修会・セミナー等の実施【平成28年度～】 

  ⑯ダイバーシティ推進研修（女性活躍、障害者差別等）【平成28年度～】 

  ⑰専門研修（コンプライアンス、個人情報保護、情報システム、危機管理、環境保全等）【平成30 

年度～】 
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《中期目標》 

４．給与水準の適正化 

研究所の給与水準については、基本方針を踏まえ、国家公務員等の給与水準を十分に考慮し、手当

を含め役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、その適正化を図るとともに、給与水準及び

その合理性・妥当性を対外的に公表すること。 

 

【中期計画】 

４．給与水準の適正化 

 給与水準については、「基本方針」を踏まえ、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め

役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、その適正化に取り組むとともに、給与水準及び

その合理性・妥当性の検証結果や取組状況を公表する。また、総人件費については、政府の方針を

踏まえ、厳しく見直す。 

 

【実績】 

○ 役職員の給与規程は、国家公務員を対象とした「一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法

律第95号）」に準拠しており、国家公務員と同等の基準としている。また、国と異なる諸手当等は

設けていない。 

また、役職員の給与水準については、主務大臣より「給与水準の比較指標では国家公務員の水準

未満となっていること等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努

めていただきたい。」との検証結果を得ており、毎年度、当研究所ウェブサイトで公表している。 

 

（参考）国家公務員と比較した給与水準（国家公務員を100とした場合、年齢勘案） 

      事務・技術職員  研究職員 

      （行政職(一)）  （研究職） 

平成28年度   97.4      89.3 

平成29年度   91.8      88.8 

平成30年度   94.9      86.9 

令和元年度   91.8      88.1 

 

○ 総人件費については、対前年度比で平成29年度10.2％減、平成30年度4.9％減となっており、主な

要因は退職者不補充等による職員数の減少や退職手当の支給額の減少による。令和元年度は対前年

比4.4％の増となったが、退職者不補充分の補充によるものである。 

 

（単位：千円） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度   令和元年度 

総人件費 

（最広義人件費） 811,304  728,804  692,788     722,938 
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《中期目標》 

Ⅴ 財務内容の改善に関する事項 

 

１．自己収入の確保 

積極的に競争的資金等の外部資金導入を図るとともに、受益者負担の適正化による自己収入の確保

に努めること。 

宿泊研修施設については、更なる利用促進に向けた取組を行い、稼働率の向上を図るとともに、定

期的に料金を検証し、自己収入の拡大を図るために必要な措置を講じる。 

 

【中期計画】 

１．自己収入の確保 

積極的に競争的資金等の外部資金導入を図り間接経費を確保するとともに、研修員宿泊棟宿泊料等 

の受益者負担の適正化による自己収入の確保に努める。 

なお、中期目標期間を通じて、定期的に宿泊料等を検証するなど、自己収入の拡大を図るために必 

要な措置を講じる。 

 

【実績】 

○ 研究所では、国等の各種資金制度を活用し、競争的資金の獲得に努めることとしており、平成 28

年度～令和元年まで、採択件数、交付額ともに前年度実績より増加している。 

また、平成 30年度から理事長裁量経費により、科研費等の外部競争的資金の採択に向けた準 

備に資する経費を措置し、組織的に競争的資金の獲得に努めることにしている。 

研修員宿泊棟の宿泊料を含めた自己収入については、平成 28年度から令和元年度までの間、 

増加している。 

 

○ 競争的資金等の外部資金の導入実績を以下に示す。 

 

（科研費申請及び採択状況の推移） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

申請 採択 採択率 申請 採択 採択率 申請 採択 採択率 

新規 27件 ７件 26％ 16件 ５件 31％ 20件 ８件 40％ 

新規＋継続 － 16件 － － 17件 － － 20件 － 

交付額 22,490千円 28,990千円 34,526千円 

うち直接経費 17,300千円 22,300千円 26,576千円 

うち間接経費 5,190千円 6,690千円 7,950千円 

 令和元年度 令和２年度    

申請 採択 採択率 申請 採択 採択率    

新規 19件 ６件 32％ 16件 ７件 44％    

新規＋継続 － 22件 － － 25件 －    
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交付額 40,950千円 30,420千円    

うち直接経費 31,500千円 23,400千円    

うち間接経費 9,450千円 7,020    

 

（寄附金、受託事業の推移） 

年度 寄附金 受託事業 

平成28年度 180千円 2,500千円 

平成29年度 181千円 9,015千円 

平成30年度 121千円 5,300千円 

令和元年度 101千円 5,000千円 

令和２年度   

 

※参考：自己収入額の推移 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

自己収入額 22,474千円 30,937千円 33,754千円 44,789千円  

 

※参考：科学研究費による研究の実施状況 

研究種目 研究課題名 研究代表者 
直接経費 

（千円） 

研究期間 

（年度） 

基盤研究 

（Ａ） 通常学級における子ども・教師の多様性を包含

する多層指導モデル実現への地域協働支援 
海津亜希子 

8,500 

8,400 

7,900 

０ 

平成29 

～令和２ 

基盤研究 

（Ｂ） 
多層指導モデルによる学習困難への地域ワイ

ドな予防的支援に関する汎用性と効果持続性 
海津亜希子 

5,000 

3,429 

2,171 

3,500 

０ 

平成25～29 

アクセシブルデザインの理念に基づく晴盲共

用の触知シンボルの形状とサイズの解明 
土井 幸輝 

3,900 

1,800 

1,500 

平成27～29 

通常学級における協同的でユニバーサルデザ

インな授業実践の開発 
涌井 恵 

2,600 

1,700 

1,600 

1,300 

平成27～30 

音声情報が付加された触読し易いUV点字によ

る点字学習教材の製法確立と使用感評価 
土井 幸輝 

3,900 

2,300 

2,000 

令和元～４ 
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3,100 

多様な子どもの「学び方を自ら学ぶ」能力とプ

ロセスのアセスメント法と支援法の開発 
涌井 恵 

3,300 

3,400 

2,800 

令和２～４ 

企業ニーズを踏まえた発達障害学生のキャリ

ア意思決定を支える研修プログラムの開発 
榎本 容子 

2,400 

4,500 

2,100 

2,300 

令和２～５ 

地域と連携・協働したペアレント・メンターの

持続的活動を支える研修プログラムの開発 
柳澤亜希子 

900 

1,800 

800 

1,000 

800 

令和２～６ 

基盤研究 

（Ｃ） 吃音のある子どもの自己肯定感形成に向けた

教員と保護者の協働支援プログラムの開発 
牧野 泰美 

1,000 

1,000 

1,000 

０ 

平成 25～28 

一貫した支援を実現するための幼稚園と小学

校との連携内容・方法に関する実証的研究 
久保山茂樹 

1,200 

1,200 

1,200 

０ 

平成 25～28 

学習支援に活用できる実行機能評定尺度の開

発 
玉木 宗久 

1,500 

1,000 

900 

０ 

平成 26～29 

スクールクラスターの構築に向けた特別支援

学校の学校間マネジメントに関する研究 
小澤 至賢 

1,100 

1,200 

1,100 

０ 

平成 26～29 

特別支援教育での入力特性分析に基づいた ICT

機器活用評価手法の開発 
金森 克浩 

1,900 

1,000 

－ 

平成 27～29 

(H29転出) 

メンター機能を活用した自閉症幼児の家族へ

の早期支援プログラムの開発と効果評価 
柳澤亜希子 

900 

800 

800 

800 

０ 

平成 28 

～令和２ 

吃音のある子どものレジリエンスの向上に関 牧野 泰美 900 平成 28 
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する教育支援プログラムの開発 1,000 

1,100 

０ 

～令和元 

インクルーシブ教育システムにおける合意形

成のプロセスに関する研究 
横尾 俊 

1,500 

1,300 

600 

０ 

平成 28 

～令和元 

日本人学校における基礎的環境整備の視点の

整理と適切な合理的配慮の提供 
田中 良広 

700 

－ 

－ 

平成 28～30 

(H29転出) 

インクルーシブ教育システムにおける中学校

の通級の在り方に関する研究 
笹森 洋樹 

700 

600 

500 

０ 

平成 28 

～令和元 

介入整合性を指標とした特別支援教育コーデ

ィネーターの機能向上に関する実証的検討 
若林 上総 

1,400 

600 

1,100 

平成 29 

～令和元 

特別な配慮を要する子どもに対する社会の情

報化に対応した消費者教育教材の開発と検証 
新谷 洋介 

1,300 

1,100 

－ 

平成 29 

～令和元 

(R元転出) 

通常学級担任教師と他者との連携に関する研

究：特別支援教育連携尺度の開発 
竹村 洋子 

1,100 

1,700 

500 

０ 

平成 29 

～令和２ 

特別支援学校（肢体不自由）における意思決定

論的アプローチに基づく授業開発研究 
北川 貴章 

1,400 

1,300 

600 

平成 30 

～令和２ 

通級による指導における発達 

障害のある子どもへの自尊感情の支援に関す

る研究 

伊藤 由美 

1,300 

900 

800 

平成 30 

～令和２ 

中学ことばの教室担当者の役割とあり方に関

する研究－教室経営ガイドブックの作成－ 
滑川 典宏 

1,000 

1,800 

500 

平成 30 

～令和２ 

合理的配慮の提供と特別支援教育を推進する

ための高等学校校内研修プログラムの開発 
大崎 博史 

1,100 

1,000 

1,300 

平成 30 

～令和２ 

教科等のねらいの達成を目指した交流及び共

同学習の実践方法に関する開発研究 
齊藤由美子 

1,000 

1,500 

平成 30 

～令和２ 
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700 

特別支援学校（知的障害）における体育授業の

現状及び充実に向けた実証的研究 
村井敬太郎 

600 

300 

400 

200 

平成 30 

～令和３ 

心の病気（適応の困難や発達障害の二次的障害

含む）のある児童生徒への自立活動の提案 
土屋 忠之 

900 

1,000 

800 

令和元～３ 

共生社会の担い手を育む場としての幼稚園の

役割 
久保山茂樹 

1,300 

600 

500 

900 

令和元～４ 

吃音のある子どものレジリエンスの向上を目

指した対話型教育実践プログラムの構築 
牧野 泰美 

1,000 

900 

1,100 

令和２～４ 

多様な障害種に対応した 3D プリンター教材デ

ータベースの構築と活用方法の研究 
青木 高光 

1,200 

1,500 

600 

令和２～４ 

算数指導に生かせるアイトラッキングを用い

た新しい学習評価法の開発 
玉木 宗久 

1,600 

900 

500 

令和２～４ 

挑戦的 

萌芽研究 
UV 点字既存製法に代わる新規法提案と点字初

心者用の触読し易い UV点字サイズの解明 
土井 幸輝 

1,000 

900 

700 

平成 27～29 

発達障害のある学生に対する効果的な「キャリ

ア意思決定」のあり方に関する研究 
榎本 容子 

－ 

－ 

－ 

76 

平成 27～30 

(H30転入) 

挑戦的研究 

（萌芽） 
任意の硬さに調整可能な皮膚モデルの製作技

術の確立と硬さ識別学習キットの開発 
土井 幸輝 

2,800 

900 

1,100 

令和元～３ 

若手研究 

（Ｂ） 
自閉症児童の社会的スキルの般化・維持に対す

るセルフモニタリングの効果と変数の検討 
半田 健 

900 

900 

－ 

平成 28～30 

(H29途中 

転出) 

共に学ぶ場における発達障害児と典型発達児

の他者・自己理解を促進する心理教育的支援 
李 煕馥 

800 

700 

500 

500 

平成 28 

～令和２ 



63 
 

０ 

若手研究 
デジタル教科書・教材のためのユーザビリティ

技術基盤の確立 
西村 崇宏 

1,400 

900 

900 

平成 30 

～令和２ 

特別支援学級担任の省察に基づく専門性の解

明に関する基礎的研究 
平沼 源志 

1,600 

1,100 

500 

令和元～３ 

自閉スペクトラム症児への子育て支援におけ

る階層的支援システムの開発と評価 
神山 努 

1,500 

900 

800 

令和元～３ 

自閉スペクトラム症児と典型発達児の関係性

と自己・他者理解に関する実践的研究 
李 煕馥 

1,000 

800 

700 

600 

令和２～５ 

研究活動 

スタート 

支援 

聴覚障害幼児児童生徒の作文学習を支援する

フォーマットの開発に関する研究 
山本 晃 

900 

1,000 
平成 29～30 

我が国の将来的な労働力不足に対応するため

の障害者雇用の有用性に関する基礎的研究 
宇野宏之祐 

1,100 

1,000 

０ 

平成 30 

～令和２ 

合計 36課題（第 3期からの継続課題含む） 97,676  

※直接経費の合計は、平成28～令和元年度交付分の合計額。 
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《中期目標》 

２．体育館及びグラウンドの外部利用の促進 

体育館については、研修事業での活用を図るとともに、障害者スポーツでの利用を含め広く外部利

用を促進するために、各種団体などへの積極的な働きかけなどの具体的な方針を早急に策定し、取組

を推進すること。 

グラウンドについては、体育館と同様に、障害者スポーツでの利用を含め広く外部利用を促進する

ために、各種団体などへの積極的な働きかけなどの具体的な方針を早急に策定し、取組を推進するこ

と。 

 

【指標】 

・中期目標期間終了までに、体育館及びグラウンドの稼働率を 50％以上とする（体育館 平成 23

年度：32.1％、平成 24 年度：19.0％ 、平成 25 年度：19.6％ 、平成 26 年度：13.7％、グラウ

ンド 平成 23 年度：36.8％、平成 24 年度：38.6％、平成 25 年度：9.9％ 、平成 26 年度：6.7％）。 

【優先度：高】【難易度：高】 

これまでの実績から、利用率向上のための取組を早急に進めていくことが必要であり、優先度は高

い。また、研究所の立地条件から、早急な改善は困難と思われ、難易度は高い。 

 

【中期計画】 

２．体育館及びグラウンドの外部利用の促進 

体育館について、研修事業での活用を図るとともに、体育館及びグラウンドの障害者スポーツでの 

利用を含めた幅広い外部利用を促進するため、「体育館及びグラウンドの外部利用の促進に向けての

対応方針」を策定し、これに基づき、ⅰ）広報活動の充実、ⅱ）利用可能日の拡充、ⅲ）利用可能時

間の延長と施設使用料設定の見直し、ⅳ）利用申込方法の改善、ⅴ）外部利用促進のための事業の実

施等を推進する。これらの取組により、中期目標期間終了までに、50％以上の稼働率を確保する。 

 

【実績】 

平成28～令和元年度 

○ 体育館及びグラウンドの外部利用について、障害者スポーツでの利用を含め広く外部利用を促

進するため、横須賀市教育委員会、横浜市教育委員会、横須賀市及び横浜市の一部の小・中・高

等学校、特別支援学校、障害者団体・障害者スポーツ団体等へパンフレットを配布するともに、

研究所ホームページに利用案内等を掲載し、幅広い広報に努めた。また、体育館及びグラウンド

の利用については、設置経緯等から研修受講者の利用を優先したが平成28年度より、研修期間中

の土・日・祝日も外部利用ができるよう利用可能日・利用可能時間の拡充を行うとともに、ホー

ムページに掲載している予約状況の期間を広げることにより、さらに利用者の利便性向上を図っ

た。利用料金については障害者スポーツ団体が体育館及びグラウンドを利用する際の使用料を通

常料金の２分の１とした。 

平成28年度 

○ 平成28年４月23日に当研究所体育館にて、車椅子バスケットボール験会を開催し、当日は多く
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の子ども達が参加する様子が見られ、地域の方々を中心に、88名の参加者があった。 

さらに、関東車椅子バスケットボールリ－グ戦の利用（平成28年９月、10月）や日本デフバレ 

ー協会が日本代表強化合宿に利用（平成 29年３月）など広報活動の成果も上がっている。 

平成28年度の体育館稼働率は22％（前年度13%）、グラウンドの稼働率は35％（前年度23%）で 

あった。 

平成29年度 

○ 外部団体の利用実績としては、平成 29年５月に日本デフバレー協会、平成 30年１月に日本ブ

ラインドテニス連盟が利用するなど広報活動の成果も上がっている。 

平成29年度の体育館の稼働率は44.1％（前年度22％）、グラウンドの稼働率は36.4％（前年度 

35％）であった。 

平成30年度 

 ○ 外部団体の利用実績としては、平成30年５月と９月に日本デフバドミントン協会、平成30年10 

月に日本デフバレーボール協会が利用するなど広報活動の成果も上がっている。 

平成30年度の体育館の稼働率は52.8％（前年度44.1％）、グラウンドの稼働率は41.3％（前年

度36.4％）であった。 

令和元年度 

 ○ 外部団体の利用実績としては、令和元年８月に東京2020パラリンピック競技大会の正式種目であ 

るゴールボールの 強化指定選手が所属するチーム（団体）が利用した。 

令和元年度の体育館の稼働率は52.3％（前年度52.8％）、グラウンドの稼働率は52.4％（前年

度41.3％）である。 
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《中期目標》 

３．保有財産の見直し 

保有財産については、その保有の必要性について不断の見直しを行うこと。特に、体育館、グラウ

ンドについては、利用実績等を踏まえ保有の必要性を検討すること。 

 

【中期計画】 

（１）保有財産については、その保有の必要性について不断の見直しを行う。 

 

【実績】 

○ 保有財産については、当研究所の研究・研修事業等に活用されており、必要なものと判断してい 

る。また、定期的に施設環境委員会を開催し、有効利用の促進に努めている。 

 

【中期計画】 

（２）体育館、グラウンドについては、中期目標期間における利用実績等を踏まえ、「独立行政法人

の保有資産の不要認定に係る基本的視点について」（平成26年総務省行政管理局）に基づき、その

保有の必要性を随時検討し、仮に不要と判断される場合には、用途廃止を含め、その処分について

検討を進める。 

 

【実績】 

○ 保有財産については、当研究所の研究・研修事業等に活用されており、必要なものと判断してい

る。また、定期的に施設環境委員会を開催し、有効利用の促進に努めている。【再掲】 
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《中期目標》 

４．固定的経費の節減 

会議等のペーパーレス化等、管理運営コストの節減、効率的な業務運営を行うこと等により、固定

的経費の節減を図ること。 

 

【中期計画】 

４．固定的経費の節減 

 会議等のペーパーレス化等、管理運営コストの節減、効率的な業務運営を行うこと等により、固定 

的経費の節減を図る。 

 

【実績】 

平成28～令和元年度 

 ○ 引き続き、旅費等の支払通知の電子メール化、所内各種会議におけるタブレット端末の活用等

により、ペーパーレス化を推進し、コピー用紙及び印刷代の削減に努めた。 

平成29年度 

 ○ 複合機の賃貸借、メンテナンス、トナー等を別々に契約していたが、これをサービスという観

点から見直し、情報入出力に関するサービスを一体として調達することにより、これらに要する

費用を前年に比べて4,093千円削減した。 

平成30年度 

 ○ 複合機の賃貸借、メンテナンス、トナー等を別々に契約していたが、これをサービスという観

点から見直し、情報入出力に関するサービスを一体として調達することにより、これらに要する

費用を前年に比べて605千円削減した。 

   東京事務所（学術総合センター）を平成30年３月末に廃止し、年間約1,000千円（平成29年度実

績）の削減となった。【再掲】 

令和元年度 

○ 複合機の契約について、賃貸借、メンテナンス、トナーを別々に契約していたものを情報出入

力に関するサービスを一体として調達することにより、これらに要する費用を前年に比べて737

千円削減した。このほか、所内会議での節電の要請、会計システムによる個々の予算管理の実施、

旅費等の支払通知の電子メール化、所内各種会議におけるタブレット端末の活用等によるペーパ

ーレス化を推進し、業務運営コストを縮減するための活動を継続している。【再掲】 

 

【中期計画】 

Ⅳ 予算、収支計画及び資金計画 

１．中期計画予算 

  別紙１のとおり（※事業等のまとまりごとに作成予定） 

２．平成28年度～32年度収支計画 

  別紙２のとおり（※予算の作成単位に合わせて作成予定） 

３．平成28年度～32年度資金計画 
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  別紙３のとおり（※予算の作成単位に合わせて作成予定） 

 

【実績】 

 ○予算及び決算の概要 

（予算） 

（単位：百万円）

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

収入

運営費交付金 1,143 1,049 1,049 1,043 1,103

施設費補助金 45 40 31 40 0

雑収入 4 5 5 5 5

合計 1,192 1,094 1,085 1,088 1,108

支出

運営事業費 ※ 1,147 1,054 1,054 1,048 1,108

業務経費 957 855 792 778 804

人件費 569 577 560 571 599

事業費 388 278 232 207 205

一般管理費 190 199 262 270 304

人件費 159 157 147 150 194

その他管理費 31 42 115 120 110

施設整備費 45 40 31 40 0

合計 1,192 1,094 1,085 1,088 1,108

（決算） 

（単位：百万円）

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

収入

運営費交付金 1,143 1,049 1,049 1,043

施設費補助金 45 40 31 40

寄附金収入 0 2 0 0

雑収入 16 24 28 29

受託事業等（間接経費含む） 8 11 13 16

合計 1,212 1,126 1,121 1,128 0

支出

運営事業費 ※ 1,086 1,019 926 1,054 0

業務経費 782 810 742 815 0

人件費 598 572 545 541

事業費 184 238 197 274

一般管理費 304 209 184 239 0

人件費 212 155 143 175

その他管理費 92 54 41 64

施設整備費 45 97 31 200

寄附金 2 5 2 0

受託事業等（間接経費含む） 8 10 13 14

合計 1,141 1,131 972 1,268 0
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○中期計画予算 

中期計画予算額 査定予算額 決算額 差引増減額

(a) (b) (b)-(a)

収入

運営費交付金 5,439 5,387 4,289 △ 1,098

施設整備費補助金 24 163 122 △ 41

雑収入 223 25 62 37

受託事業収入 0 0 24 24

寄附金 0 0 2 2

合　　　　計 5,687 5,575 4,499 -1,076

(a) (b) (a)-(b)

支出

業務経費 4,706 4,186 2,333 △ 1,853

　研究活動 1,084 1,188 682 △ 506

　　うち人件費 763 911 557 △ 354

　　うち物件費 321 277 125 △ 152

　研修事業 1,240 1,151 624 △ 527

　　うち人件費 608 683 414 △ 269

　　うち物件費 632 468 210 △ 258

　情報普及活動 1,246 1,180 662 △ 518

　　うち人件費 675 762 443 △ 319

　　うち物件費 571 418 219 △ 199

　インクルーシブ教育 1,136 667 365 △ 302

　システム構築推進事

　業

　　うち人件費 736 519 301 △ 218

　　うち物件費 400 148 64 △ 84

一般管理費 757 1,226 699 △ 527

　うち人件費 632 808 511 △ 297

　うち物件費 125 418 188 △ 230

施設整備費 223 163 174 11

 　受託事業等受託事業等 0 0 24 24

寄附金 0 0 4 4

合　　　　計 5,687 5,575 3,234 △ 2,341

中期計画予算（平成28年度～令和2年度中期計画予算）

（単位：百万円）

区　　　分
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○ 平成 28年度～令和２年度収支計画 

中期計画計画額 査定計画額 決算額 差引増減額
(a) (b) (b)-(a)

費用の部

経常費用 5,463
　業務経費 4,706
　　研究活動 1,084
　　　うち人件費 763
　　　うち物件費 321
　　研修事業 1,240
　　　うち人件費 608
　　　うち物件費 632
　　情報普及活動 1,246
　　　うち人件費 675
　　　うち物件費 571
　　インクルーシブ教育シ 1,136
　　ステム構築推進事業
　　　うち人件費 736
　　　うち物件費 400
　一般管理費 757
　　うち人件費 632
　　うち物件費 125

減価償却費 22
財務費用 0
臨時損失 0

合　　　　計 5,485

(a) (b) (b)-(a)

収益の部

経常収益 5,485
　運営費交付金収益 5,439
　雑収入 24
　受託事業収入 0
　資産見返運営費交付金戻 21
　入
　資産見返寄附金戻入 1
　資産見返物品受贈額戻入 0
臨時利益 0
純利益 0
目的積立金取崩額 0
総利益 0

合　　　　計 5,485

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

（単位：百万円）

区　　　分
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○ 平成 28年度～令和２年度資金計画 

 

中期計画計画額 査定計画額 決算額 差引増減額
(a) (b) (b)-(a)

資金支出 5,686 5,575 3,245 -2,330 

業務活動による支出 5,463 5,412 3,072 -2,340 

投資活動による支出 223 163 173 10

財務活動による支出 0 0 0 0

次期中期目標期間への繰越金 0 0 0 0

合　　　　計 5,686 5,575 3,245 -2,330 

(a) (b) (b)-(a)

資金収入 5,686 5,575 3,444 -2,238 
業務活動による収入 5,463 5,412 3,327 -2,192 

　運営費交付金による収入 5,439 5,387 3,241 -2,146 
　雑収入 0 25 62 37
　受託事業収入 24 0 24 24

投資活動による収入 223 163 117 -46 
　施設費による収入 223 163 117 -46 
　その他の収入 0 0 0 0

財務活動による収入 0 0 0 0

前年度よりの繰越金 0 0 0 0

合　　　　計 5,686 5,575 3,444 -2,238 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

資金計画（平成28年度～令和2年度資金計画）

（単位：百万円）

区　　　分
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【中期計画】 

Ⅴ 短期借入金の限度額 

 限度額３億円 

短期借入金が想定される事態として、運営費交付金の受入れが遅延する場合や予想外の退職手当な 

どに対応する場合を想定。 

 

【実績】 

○ 短期借入金については、平成28年度から令和元年度までにおいて、実績はなかった。 

 

【中期計画】 

Ⅵ 剰余金の使途 

研究の高度化・高品質化のための経費に充当する。 

 

【実績】 

○ 当研究所においては、運営費交付金に基づく収益以外の収益が少ないため、経営努力により生じ

るとされる目的積立金の申請は行っていない。 

 

【中期計画】 

Ⅶ 中期目標期間を超える債務負担 

 中期目標期間を超える債務負担については、施設管理・運営業務等を効率的に実施するため中期目 

標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性及び資金計画への影響を勘案し、合理的と判断さ 

れるものについて行う。 

 

【実績】 

○ 次期中期目標期間にわたりリース契約を締結している、図書館業務システム、講座配信システム、

に係る債務を繰り越す予定。 
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《中期目標》 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 

 

１．内部統制の充実 

研究所の内部統制については、基本方針を踏まえ、理事長のリーダーシップに基づく自主的・戦略

的な組織運営、適切なガバナンスにより、国民に対する説明責任を果たしつつ、法人の政策実施機能

の最大化を図るため、内部統制システムを充実・強化すること。 

各種の規程を整備するとともに、内部統制の仕組みが確実に機能を発揮した上で組織及び業務の運営

がなされるよう、 

① 研究所のミッションや理事長の指示が確実に全役職員に伝達される仕組みの構築 

② 研究所のマネジメント上必要なデータを組織内で収集・共有し、理事長に伝達した上で、組織・

業務運営において活用 

③ 内部統制が有効に機能しているかどうかを継続的にモニタリングを、理事長のリーダーシップ 

の下、日常的に進めていくこと。 

 

【中期計画】 

１．内部統制の充実 

内部統制については、理事長のリーダーシップに基づく自主的・戦略的な組織運営、適切なガバナ 

ンスにより、国民に対する説明責任を果たしつつ、法人の政策実施機能の最大化を図るため、内部統

制の推進に関する委員会等を設置し、内部統制システムの充実・強化を図る。 

内部統制の推進に関する規程等を整備するとともに、内部統制の仕組みが確実に機能を発揮した上 

で組織及び業務の運営がなされるよう、 

① 研究所のミッションや理事長の指示が確実に全役職員に伝達されるため、掲示板システム等の情

報システムの整備 

② 研究所のマネジメント上必要なデータについて、各種会議等で情報の収集・共有を行い理事長に

伝達した上で、組織・業務運営において活用 

③ 内部統制を有効に機能させるため、定期的な内部監査の実施及び監査結果の業務への反映 

を理事長のリーダーシップの下、日常的に進める。 

 

【実績】 

○ 理事長が主催する月２回の総合調整会議及び掲示板システムを備えた情報システムを活用し、各

部・センターへの情報の共有・伝達に努め、内部統制システムの充実・強化を図った。 

○ 平成28年度以降毎年度、内部統制委員会を開催し、災害に関するリスク、業務に関するリスク、

情報に関するリスク等、中期目標の達成を阻害するリスクの検討を行い、その対応策を検討してい

る。 

○ 平成30年度においては、研究所における災害予防、災害応急対策及び災害復旧等を総合的かつ計

画的に推進するための防災業務計画及びそれを補完し、首都直下地震により研究所が被災した場合

においても研究所の役割を適切に果たすための業務継続計画（首都直下地震）を策定した。また、
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国の新型インフルエンザ等感染症の対応計画に準じ、新型インフルエンザ等発生時の社会・経済の

状況を想定して研究所が機能を維持し必要な業務を継続するための業務継続計画（新型インフルエ

ンザ等）を策定した。 

○ 令和元年度においては、監事監査の指摘を受け、法人全体で中期目標等を達成するために障害と

なるものをリスクと位置づけ、各部署でリスクの識別、リスクの評価を行い、内部統制委員会にお

いて、リスク対応計画（アクションプラン）を策定するとともに、本アクションプランに基づき、

各部署において業務遂行を行っている。 
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《中期目標》 

２．情報セキュリティ対策の推進 

政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セキュリティ・ポリシーを適

時適切に見直すとともに、これに基づき情報セキュリティ対策を講じ、情報システムに対するサイバ

ー攻撃への防御力、攻撃に対する組織的対応能力の強化に取り組むこと。 

また、対策の実施状況を毎年度把握し、ＰＤＣＡサイクルにより情報セキュリティ対策の改善を図る

こと。 

 

【中期計画】 

２．情報セキュリティ対策の推進 

政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セキュリティ・ポリシーを

情報技術の進歩、新たな脅威の発生等に応じて、適時点検し、必要に応じて内容の追加修正等の見

直しを行うことにより、情報セキュリティ水準を適切に維持する。 

これに基づき、情報システムへの侵入テスト等、サイバー攻撃への耐性を確認するための検査及

び評価を年１回以上実施し、当該結果を反映させた対策を施すことにより、防御力の改善及び強化

を図る。 

併せて、情報セキュリティインシデントへの対処方法・手順を含めた情報セキュリティに関する

訓練・研修を年１回以上実施し、組織的対応能力の強化を図る。 

また、自己点検等で対策の実施状況を毎年度把握し、ＰＤＣＡサイクルにより情報セキュリティ

対策の改善を図る。 

 

【実績】 

１．関係規程等の整備・見直し 

サイバーセキュリティ基本法（平成26年法律第104号）に基づき、国の行政機関、独立行政法人

等においては、機関等がとるべき対策の統一的な枠組みを定め、機関等に自らの責任において対策

を図らしめることにより、もって機関等全体のサイバーセキュリティ対策を含む情報セキュリティ

対策の強化・拡充を図ることとなっており、このことを踏まえ、全ての機関等において共通的に必

要とされる情報セキュリティ対策のための統一基準群が定められている。 

当研究所においても、政府の統一基準群に対応するため、平成28年度においては「政府機関等の

情報セキュリティ対策のための統一基準群（平成28年度版）」に準拠するために情報セキュリティ・

ポリシー及び関連規程等の改正を行うとともに、現状を踏まえた手順の見直しや実施手順等の改正

を行った。また、平成30年７月に、「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群」が

改定されたことを踏まえ、研究所の関係規定の見直しを行い、平成31年４月１日付けで、情報セキ

ュリティポリシーを改訂するとともに、情報セキュリティ対策推進チームの設置や情報セキュリテ

ィインシデント対処手順、情報セキュリティに関する教育実施計画の見直し等、情報セキュリティ

水準の維持に努めた。 

 

２．リスクの評価 
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 平成28年12月に電子計算機システム（研究所の基幹システム及びネットワーク）一式を更新する

際、各種サーバなどに潜む脆弱性（システムのセキュリティ上の弱点）を洗い出した上で、研究所

情報システムがインターネット経由で攻撃を受けた場合を想定した脆弱性診断及びその結果を踏

まえた対策を施し、情報システムの防御力を強化した。 

また、毎年度、情報セキュリティ委員会を開催し、研究所の基幹システム及び財務会計システム、

人事給与システム等について、連絡体制の確認、情報システム台帳の整備等を行うとともに、令和

元年度には、情報セキュリティに関するリスクの洗い出し及び評価を行った。 

 

３．自己点検の実施 

研究所の情報セキュリティレベルの維持・向上を図ることを目的に、研究所の情報セキュリティ

対策基準において実施が求められている情報セキュリティ対策の実施状況について、毎年度、各人

が自ら確認するための自己点検を行い、各人の情報セキュリティ意識の向上を図った。 

また、点検結果から、準拠されていない運用の抽出を行い、遵守を求めるなど、今後の改善に生

かした。 

 

４．情報セキュリティ監査 

機密性の高い情報システムを取り扱う部署に対して情報セキュリティ監査を実施し、自己点検や

監査の結果等から徹底されていない事案への対処方法、情報セキュリティ関係規程の実効性などを

検証し、情報セキュリティ対策の見直し検討を行った。 

また、業務監査として、情報セキュリティポリシーの遵守状況の確認を行った。 

 

５．情報セキュリティに関する教育・訓練・研修 

全職員に対して情報セキュリティの国の方針及び関連制度や現状、研究所に求められている対策

などに関する所内説明会を開催するとともに、新任職員を対象として、情報セキュリティ・ポリシ

ーの理解及び被害の未然防止方法の修得を目的とした研修を実施した。 

さらに、職員が標的型攻撃メールの特徴を理解し、対処方法を修得するため、全職員を対象に標

的型メール攻撃に関する模擬訓練及びｅラーニング形式の研修を実施して、組織的対応能力の強化

を図った。 
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《中期目標》 

３．筑波大学附属久里浜特別支援学校との連携・協力 

研究所と筑波大学附属久里浜特別支援学校が、相互の連携による教育研究交流を通して、障害のあ

る子供の教育に関する実際的・総合的な教育研究の推進を図ること。また、共同調達の取組について、

一層推進するよう検討を進めること。 

 

【中期計画】 

３．筑波大学附属久里浜特別支援学校との連携・協力 

 研究所と筑波大学附属久里浜特別支援学校が、相互の連携による教育研究交流を通して、障害のあ 

る子供の教育に関する実際的・総合的な教育研究の推進を図る取組を行う。 

 また、効果的・効率的な業務運営のため、研究所と筑波大学との共同調達の取組について、一層推 

進するよう検討を進める。 

 

【実績】 

○ 基幹研究「特別支援学校（知的障害）に在籍する自閉症のある幼児児童生徒の実態の把握と指導

に関する研究」及び科研費による研究課題「共に学ぶ場における発達障害児と典型発達児の他者・

自己理解を促進する心理教育的支援」において、久里浜特別支援学校を研究協力機関として依頼し

共同で研究を推進した。 

 

○ 特別支援教育専門研修の研究協議ポスター発表会をはじめ、研究所で開催する各種勉強会等につ

いて、久里浜特別支援学校へ案内し、学校の教職員も参加した。同様に同校主催の校内研修会等へ

も研究所職員が参加した。 

 

○ 毎月、推進室会議を開き、情報共有を行っている。互いに参加できる教育研究に係わる行事等を

案内し、互いに参加している。また、今後に向けて、協力することができる事柄や、今後も続ける

べき事柄について共有している。緊急時に協力し合えるようにするために、学校が行った防災訓練

に参加し、避難場所であるフットサルコートで炊き出しを行った。 

令和２年度においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のために、学校と当研究所の行事や取

組について情報共有を行った。 

 

○ 筑波大学と当研究所は、効率的・効果的な業務運営のため共同調達を実施することに平成27年２

月に基本合意し、共同調達に関する協定書を締結し、筑波大学の附属学校給食と当研究所の食堂運

営委託業務を令和元年度まで共同で調達してきた。 

なお、筑波大学から令和２年度以降は、共同調達を実施しない旨通知されたため、当研究所から

その他の共同調達を提案したが、筑波大学側から経費の削減効果等の点から共同調達を行わない旨

回答があったため、令和２年度以降の共同調達の実施は難しい状況となっている。 

 

 



78 
 

《中期目標》 

４．施設・整備に関する計画 

業務の円滑な実施に必要な施設整備を進めるとともに、管理施設の長寿命化のための計画的な修

繕・改修等を推進すること。 

 

【中期計画】 

４．施設・整備に関する計画 

 研究活動、研修事業、情報普及活動、インクルーシブ教育システム構築推進事業等の業務の円滑な 

実施に必要な施設整備を進めるとともに、管理施設の長寿命化のための計画的な修繕・改修等を推進 

する。 

 本中期計画期間中に整備する施設・設備は別紙４のとおり。 

 

【実績】 

 以下のとおり、施設・設備の整備を行った。 

（平成28年度） 

・研究管理棟外壁改修工事（２ヶ年計画の１年次） 

  当研究所の研究管理棟は、業務部門、事務部門が入っている基幹建物であり、昭和46年に建築さ

れた建物である。外壁はタイル仕上げとなっているが、建築されて以来、本格的な外壁補修工事を

行っておらず、タイルの剥離及び雨漏りが発生する毎に部分的に補修を実施していたが、全体的に

経年劣化や塩害による劣化が進行しており、この状態が続くと外壁の剥離をきたす恐れがあるため、

劣化の進行している建物南側の外壁改修工事を行い、平成29年３月に竣工した。 

（平成29年度） 

・研究管理棟外壁改修工事（２ヶ年計画の２年次） 

当研究所の研究管理棟は、業務部門、事務部門が入っている基幹建物であり、昭和46年に建築さ

れている。外壁はタイル仕上げとなっているが、建築されて以来本格的な外壁補修工事を行ってお

らず、タイルの剥離及び雨漏りが発生するなど全体的に経年劣化や塩害による劣化が進行していた

ため、平成28年度の建物南側の外壁改修工事に引き続き建物北側の外壁改修工事を行い、平成29年

９月に竣工した。 

・特別支援教育情報センター棟外壁改修及び周辺環境改善工事 

特別支援教育情報センター棟については、外壁がタイル仕上げとなっているが、平成７年に建築

されて以来本格的な外壁補修工事は行われておらず、海に面した立地という条件から塩害による劣

化が進み、タイルの剥離及び雨漏りが発生していたことから改修を実施し、平成30年３月に竣工し

た。 

（平成30年度） 

・特別支援教育情報センター棟屋上空調設備改修等工事 

  特別支援教育情報センター棟の屋外空調設備が海風による塩害等の影響、経年等により劣化が進

行しているため、特別支援教育情報センター棟屋上空調設備改修等工事を実施、平成30年10月に竣

工した。また、屋外空調設備の防錆を目的に灌水機設置工事を実施、平成31年３月に竣工した。 
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（令和元年度） 

・間知石擁壁補修改修工事 

本研究所周辺にある擁壁等について、平成30年６月の大阪北部地震などを踏まえ点検・調査を行

い、大雨や地震等の災害が起きた際に崩落する危険性がある箇所について、隣接する久里浜特別支

援学校の幼児児童、県道及び市道の通行者及び研修を受講する教職員等の安全性を確保するため、

石積の水抜きパイプから山砂が抜け出し、内部に空洞が生じている、崩落の恐れが高い擁壁につい

て、石積の崩落を防ぐネットを設置する工事で、令和２年３月に竣工した。 

・土留擁壁撤去新設工事 

本研究所周辺にある擁壁等について、平成30年６月の大阪北部地震などを踏まえ点検・調査を行

い、大雨や地震等の災害が起きた際に崩落する危険性がある箇所について、隣接する久里浜特別支

援学校の幼児児童、県道及び市道の通行者及び研修を受講する教職員等の安全性を確保するため、

樹木の根の影響等により、擁壁に土圧がかかりクラックが生じている崩落の恐れが高い既存の擁壁

を撤去し、自立可能な土留を新設する工事で、令和２年３月に竣工した。 

・研修棟北側外壁及び研修員宿泊棟（西・東棟）北側外壁改修工事 

経年による外壁の劣化が進行により、壁面等からの浸水によりコンクリート内部の鉄筋の錆びに

よる強度低下しているため、壁面等の崩落の可能性がある。施設の利用者及び職員の安全確保のた

め、外壁等の改修を行い、令和２年３月に竣工した。 
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《中期目標》 

５．人事に関する計画 

新規採用や人事交流等により、研究職員・事務職員の幅広い人材の確保に努めること。また、研修

等の実施により職員の資質向上を図ること。 

 

【中期計画】 

５．人事に関する計画 

（１）方針 

研究所の研究活動、研修事業、情報普及活動、インクルーシブ教育システム構築推進事業等を効

率的に行うため、業務運営の効率化や業務量の変動に応じた柔軟な組織体制の構築に努めるととも

に、新規採用や人事交流により幅広い人材の確保を図り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。ま

た、必要に応じて任期付研究員・客員研究員等を採用し、研究活動等を強化する。 

さらに、職員の資質の向上や専門的な能力の向上を図るため、職員研修等を計画的に実施すると

ともに、実施に際しては、「基本方針」を踏まえ、他法人との共同実施による職員研修とするなど、

効率化を図る。 

（２）人員に係る指標 

  常勤職員数については、適宜適切に、業務等を精査し、職員数の適正化に努める。 

 

（参考） 

  中期目標期間中の人件費総額見込み 

  2,964百万円 

  ただし、上記の額は、役員及び常勤職員に対する給与、賞与、その他の手当であり、退職手当及

び法定福利費は含まない。 

 

【実績】 

○ 平成28年度は、インクルーシブ教育システム推進センターを発足させ、総務部、研究企画部、研

修事業部、情報・支援部とともに４部１センター制とし、公募等により５名の新規採用を行い、教

育委員会等との人事交流により５名を受け入れた。 

○ 平成29年度は、業務運営の効率化や業務量の変動に対応できるよう組織の見直しを検討し、発達

障害教育推進センターを設置し、４部２センター制とした。また、公募等により９名の新規採用を

行い、教育委員会等との人事交流により３名を受け入れ、さらに、研究活動等の強化を図るため、

９名の客員研究員を採用した。 

○ 平成30年度は、組織体制については、平成29 年度から引き続き４部２センター制を維持した。ま

た、公募等を行い３名の新規採用を行い、教育委員会等と人事交流等を行い５名受け入れ、さらに、

研究活動等の強化を図るため７名の客員研究員を採用した。 

  職員研修については、独立行政法人国立青少年教育振興機構、独立行政法人国立女性教育会館、

独立行政法人教職員支援機構及び当研究所が共同で職員研修を実施することにより、単独実施では

困難な研修や業務の効率化、経費の削減を図ることができた。 
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○ 令和元年度は、平成30年度から引き続き４部２センター制を維持した。また、第５期中期計画に

おける研究活動、研修事業及び情報収集・理解啓発事業並びに研究所の運営等について検討するこ

とを目的として、第５期中期計画検討会を設置した。 

  職員研修についても、平成30年度に引き続き、４法人共同で職員研修を実施することにより効率

化を図ることができた。 

 

（４法人共同で実施した研修） 

平成28年度 新規採用職員研修、独立行政法人制度研修 

平成29年度 新規採用職員研修、評価階層別研修、人事制度研修、ダイバーシティ研修 

平成30年度 新規採用職員研修、独立行政法人制度（会計）研修、情報セキュリティ研修 

令和元年度 

(平成31年度) 新規採用職員研修、人事制度研修、階層別研修 

 

○ 常勤職員数については、業務量を勘案し以下のとおりとした。 

（各年度４月１日現在） 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度（平成31年度） 

71名     68名      67名       69名 

 

○ 中期目標期間中における令和元年度までの人件費総額は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

※人件費の範囲は、基本給、諸手当、超過勤務手当を含み、退職手当及び福利厚生費は含まない。 

区  分 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 合計 

人件費 

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

578 557 554 578  2,267 

人件費総額見込

みに対する割合 
19.5％ 38.3％ 57.0％ 76.5％  - 


